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清水誠[ 1]をもとに、統計法（平成 19 年法律第 53 号）の全面改正等を踏まえて記述
している。なお、統計法の全面改正を踏まえた統計組織の体系に関わる記述について



































閣の所轄の下に置かれる機関、宮内庁、内閣府設置法（平成 11 年法律第 89 号）第 49


























懲役又は 100 万円以下の罰金に処するとされている。 






























例えば、基幹統計の人口動態統計は、戸籍法（昭和 22 年法律第 224 号）に基づいて
行われた届出を転記して作成されている。建築着工統計は統計法と建築基準法（昭和
























































                                                   





























































































































































保険数学を開祖した de Witt の死亡表に下る。しかし、彼等はいずれも時代の権力者
であり、この間、統計学の材料になり得る統計調査の結果は、深く政府の倉庫に秘蔵
され、公開されることもなく、学者も利用することができなかった。古典統計学の始




た、英国では、1675 年に Vaughan が「硬貨及び鋳貨制度」において 1352 年を基準
年次として 1650 年の物価を比較し、物価指数の端緒となった。 
















































































                                                   



































































































2009 年に 2008SNA として SNA を改定し、これに準拠した SNA の作成を各国に勧
告したことを受け、日本も 2016 年 12 月に 2008SNA に移行する予定である。国際収
支表についても、IMF が 2008 年に改定したマニュアル第６版に合わせて 2014 年か
ら作成方法を変更した。このように、加工統計の改定は国際的な要請を踏まえて行わ
れることが多い。遡れば、国勢調査が始まった最初のきっかけは世界人口センサスへ
























































































































































































                                                   
11
 経営耕地面積が 10a 以上の農業を営む世帯又は経営耕地面積が 10a 未満であっても調
査日前１年間の農産物販売額が 15 万円以上の世帯 
12













































これによると 2015 年度において家計の消費支出額は１人当たり１か月 10 万４千円で
ある。他方、国民経済計算において 2015 年度の国内家計最終消費支出額から持ち家
























                                                   




































































さらに、国民経済計算は、1968 年、1993 年、2008 年のように、国際的な基準改
訂が提唱される都度、合わせて改定される。これは、作成対象や計算方法をも含めた
概念そのものに切り込むものなので、同じ年月のデータを見る場合でも先に述べた概




















5.5 誤差の取扱 ―誤差の情報も利用する― 
一般に、標本調査については、①標本の抽出方法、②結果の推定方法、③誤差の計
算方法を理解した上で、標本誤差を考慮し、過度に正確さにこだわるような分析は慎






1.4％程度（2000 年 10 月）であるから、これだけをもって直ちに消費が下向いたとは
























































































































































































































公的統計の意義と役割を 10 の原則により概括的に定めたものが United 
Nations[ 6]Fundamental Principles of Official Statistics（公的統計の基本原則）で
ある。同原則は、まず、1992 年に UNECE で採択された後、1994 年に国際連合統計
委員会で採択された。その中で公的統計の役割が政府の政策決定を超えた社会・経済
の情報提供にあるとされたことが、2007 年の日本の統計法の全面改正に影響を与えた。








同原則を確保するための実践的なツールとして、UNECE は GSBPM（Generic 
Statistical Business Process Model）、GAMSO（Generic Activity Model for 
Statistical Organizations）及び GSIM（Generic Statistical Information Model）を










用に関して、国際標準化機構第69技術委員会（ISO TC 69 “Application of Statistical 
Methods”）が1960年頃から国際標準化活動を行い、多くのISO規格を発行している。 
また、分野ごとに統計についてこのような基本原則を定めることもある。臨床試験
はその典型であり、1996年におけるGood Clinical Practice: Consolidated Guideline
を踏まえて1998年にICH（日･米･EU三極医薬品規制調和国際会議）における合意に









1980 年代に ISO9000 規格で国際合意された QMP（Quality Management Principle）



















2003 年に How to Make a Quality Report が作成されていたが、規則の改定を踏まえ
て 2009 年に ESS Standard for Quality Reports として統計作成過程及び統計結果に
ついて包括的な品質報告をするよう勧告し、2014 年に改定した。また、Eurostat が
2009 年に作成した ESS Handbook for Quality Reports では、品質報告の詳細なガイ
ドラインと事例を紹介し、2014 年に作成した ESS Guidelines for the 
Implementation of the ESS QPI（Quality and Performance Indices）では、標準誤
差や回答率など品質を評価する指標を解説している。 
国際連合も、NQAF（National Quality Assurance Framework）について、generic 






















に基づく統計の品質評価の枠組みを改善するために Quality Assessment of 
Administrative Data for Statistical Purposes を統計の品質評価 Working Group に
提出した。2011 年には UNECE[ 7]が Using Administrative and Secondary Sources 






一括して管理できないことによる課題がある。2009 年には UNECE[ 8]Principles and 
Guidelines on Confidentiality Aspects of Data Integration Undertaken for 






これらのデータはビジネスレジスタに蓄積される。EU は 2003 年に Business 




ュアルもある。ビジネス動態統計に関する 2007 年改定版マニュアル EU and 










北欧にはレジスタにより人口を把握している国があるが、UNECE は 2007 年にベ
ストプラクティスを Register-based Statistics in the Nordic Countries: Review of 







OECD と Eurostat は 2006 年に OECD 短期経済統計 Working Group を設立し、ウ
ェブ上に Guidelines on Revisions Policy and Analysis を立ち上げ、政策分析結果の
作成・利用、利用者のニーズを効果的に支援する改定方針の策定に向けたベストプラ
クティス等を掲載している。 
また、2013 に Eurostat[11]ESS（European Statistical System）Guidelines on 















まず、国際連合は、1969 年に Standard Country or Area Codes for Statistical Use
として国や地域の名称を定め、最近では 1998 年に改定している。 
また、国際連合は、産業分類に相当する ISIC（International Standard Industrial 
Classification of All Economic Activities）について 1948 年に経済社会理事会で初版
を採択している。その後、統計委員会で 1958 年に改定第１版を採択し、最近では 2008
年に改定第４版を採択している。 
さらに、1989 年に商品分類に相当する CPC（Central Product Classification）を
国際連合統計委員会で採択し、2015 年に改定している。このうちエネルギーについて
は 2011 年に SIEC（Standard International Energy Product Classification）として
改定している。貿易分類については、標準的な分類である SITC（Standard 
International Trade Classification）を 1950 年の国際連合統計委員会で採択し、2006
年に改定している。また、SITC と対比して産業供給、資本設備などの広範な経済分
類による分析が可能になるように 1971 年に BEC（Classification by Broad Economic 
Categories）を採択し、2003 年に SNA（System of National Accounts、国民経済計
算体系）、SUT（Supply and Use Table）等での利用が可能な大分類として改定して
いる 14。 
支出については 1999 年に Classification of Expenditure According to Purpose を
定め、個人については COICOP（Classification of Individual Consumption According 
to Purpose）、法人については COPP（Classification of the Outlays of Producers 
According to Purpose）、政府については COFOG（Classification of Functions of 
Government）、非営利団体については COPNI（Classification of the Purposes of 
Non-Profit Institutions Serving Households）で具体的な分類を定めている。これら
は 1993SNA の概念と定義に沿ったものであり、例えば、COICOP は世帯調査に適用
することが実用的でない部分もあるとしている。 
さらに、生活時間について 2004 年に ICATUS（International Classification of 
Activities for Time-Use Statistics）、犯罪について 2015 年に ICCS（International 
Classification of Crime for Statistical Purposes）を定めている。 
分類は統計の共通語であることから、国際連合が定めている場合が多いが、必ずし
も統計部が主導しているとは限らない。 
職業については産業も含めて ILO が古くから分類を作成している。ILO は、1923
年に第１回国際労働統計家会議に報告された Systems of Classification of Industries 
and Occupations を踏まえて産業・職業分類を決議した。1952 年に International 
                                                   




Classification of Occupations for Migration and Employment Placement を作成し、
1958 年には、ILO 決議に基づいて職業分類に相当する ISCO（International Standard 
Classification of Occupations）を作成し、1968 年、1988 年、2008 年に改定してい
る。雇用者、自営業主などの従業上の地位についても、ILO は ICSE（International 
Classification of Status Employment）を 1958 年に設定しているが、1993 年に改定
して以来、現在まで改定していない。 
貿易統計については、WCO（World Customs Organization）が 1988 年に HS
（Harmonized Commodity Description and Coding System）を定め、４～６年に１
度改定している。HS は６桁コードで認識される約５千商品群から成る。 




農畜産物については FAO が Commodity Classification を定め、ホームページに掲
載している。 
医療、健康については WHO がいわゆる健康統計分類 family を定めている。参照分
類として、疾病に関する ICD（International Statistical Classification of Diseases）
15、障害に関する ICF（International Classification of Functioning, Disability, and 
Health）を定めるとともに、健康の支障について ICHI（International Classification 
of Health Intervention）を作成しつつある。また、派生分類として、腫瘍学について
ICD-O（International Statistical Classification of Diseases for Oncology）、精神・
行動疾患について The ICD-10 Classification of Mental and Behavioural Disorders、
歯科・口腔科学について ICD-DA（Application of the ICD to Dentistry and 
Stomatology）、神経学について ICD-10-NA（Application of the ICD to Neurology）
及び ICF の子供・若者版がある。さらに、関連分類として、主な治療について ICPC
（International Classification of Primary Care）、外傷要因について ICECI
（International Classification of External Causes of Injury）、解剖学、治療学及び
化学について The ATC（Anatomical Therapeutic Chemical）Classification System 
with Defined Daily Doses 等がある。 
教育に関する ISCED（International Standard Classification of Education）は
UNESCO が 1970 年に作成し、1997 年、2011 年に改定した。 
                                                   
15 ICD は、1948 年に初版が定められ、2016 年現在では 1990 年に定められた第 10 版が
最新で ICD-10 と呼ばれる。2018 年までに ICD-11 が策定される見込みである。 
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統計の季節調整に関する基準は EU で検討されており、2009 年に季節調整に関する
ガイドラインの初版である Eurostat[12]ESS Guidelines on Seasonal Adjustment で、
季節調整の利点、留意点、コスト及びリスクを紹介している。手法については EU 内
で利用されている X12-ARIMA 及び TRAMO（Time Series Regression with ARIMA 
Noise, Missing Observations, and Outliers）-SEATS（Signal Extraction in ARIMA 
Time Series）に焦点を当て、留意点については、事前調整の目的、モデル選択、改定
方針などの項目ごとに必要な確認すべき点を一覧表にまとめている。2015 年に改定さ
れた Eurostat[13]ESS Guidelines on Seasonal Adjustment では、初版と異なり、手
法については、本文で限定せずに、付録の中で、外れ値やカレンダー要因の調整に
regARIMA モデルを使うことを推奨するという概括的な説明をした上で、推奨すべき
手法としては SEATS のような Signal Extraction に基づくパラメトリック法、セン







とが原則となっている。2007 年に、UNECE はそれを踏まえて CES（Conference of 
European Statisticians）[14]Managing Statistical Confidentiality & Microdata 










Guidelines for Checking of Output Based on Microdata Research を作成している。
加えて、2010 年に利用者のニーズと回答者のプライバシーのバランスへの対処技術に
ついて Handbook in Statistical Disclosure を作成している。 
OECD はマイクロデータの国際的利用を可能にするための取組を進めている。また、
マイクロデータに限らないが、公的統計を含む公的資金による研究データについて、
2007 年に OECD Principles and Guidelines for Access to Research Data from 




1994 年に Statistical Data Editing と題して方法と技術に関する解説書を作成し、
1997 年に改定している。また、2000 年には用語集として Glossary of Terms on 
Statistical Data Editing をまとめるとともに、UNSC（United Nations Statistical 
Committee、国際連合統計委員会）and CES[15]Evaluating Efficiency of Statistical 









（International Energy Agency）が OECD などと共同して 2005 年に電気、ガス、
石油などの統計上の概念などの基本的事項を解説した Energy Statistics Manual を




Guidelines for Statistical Metadata on the Internetを作成し、インターネット上の
統計メタデータについて最低限の基準を定めた。また、2009～2012年に４刊から成る
Making Data Meaningfulを作成している。この中のUNECE[16]Making Data 












さらに、高度な統計提供・説明手法について、OECD は 2007 年に Data and 
Metadata Reporting and Presentation Handbook を発行した。 
UNECE は 1995 年にデータ及びメタデータのモデル化を解説するため、Guidelines 
for the Modeling of Statistical Data and Metadata を作成した。UNECE は The 
Common Metadata Framework として、A. 組織的管理及び統治に関する統計的メタ
データ（2009 年）、B. メタデータの概念、標準、モデル及び登録（2011 年）、C. メ
タデータ及び統計業務の過程（2013 年）、D. 実行（各国及び国際機関の経験）ごと
に解説をまとめた。C に関しては先述の GSBPM が存在している。 
メタデータについては、1990 年代から社会科学者を中心にデータの入手から分析結








関から構成される SDMX 共同体は User Guide、Content-oriented Guidelines などを
作成し、適宜更新している。 
地図上にデータを表示することについては、EU が 2007 年に空間情報基盤を設立す
ることについて規則を設け、用語の定義、メタデータの内容、ネットワークサービス
の機能、データ共有の範囲及び条件、構成国の報告事項等を定めている。他方、国際
連合は、2002 年に６か国語で比較可能な地理用語集 Glossary of Terms for the 
Standardization of Geographical Names を作成した。また、統計の国際比較にとっ
て地理用語（市、郡、山、湖、空港、漁獲域等）の基準を設けることは重要だとして、
2006 年に Manual for the National Standardization of Geographical Names を、
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2007 年にアルファベット等の略式記号の比較を示した Technological Reference 
























ある MDG（Millennium Development Goals）と 21 のターゲットと 60 の指標が設
定された。MDG については、各国が指標の作成を可能にするような指針が必要であ
った。このため、国際連合経済社会局持続可能開発部が Indicators of Sustainable 
Development: Guidelines and Methodologies を作成・改定するとともに、国際連合
人間居住計画が 2009 年に Urban Indicators Guidelines としてスラム住民の課題に対
処するための MDG 指標を整理するなど、課題ごとに横断的なガイドラインも作成さ
れた。 
MDG の達成年である 2015 年には、国際連合持続可能な開発サミットにおいて、持
続可能な開発のための 2030 アジェンダが定められ、2030 年を達成期限として 17 の
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持続可能な開発目標である SDGs（Sustainable Development Goals）と 169 のター
ゲットと 229 の指標が設定された。ターゲットの中には、「現在 1 日 1.25 ドル未満で
生活する人々と定義されている極度の貧困をあらゆる場所で終わらせる。」、「世界の妊





SDGs の策定に先立ち、これに関連する地域の取組として、UNECE は 2009 年に
Measuring Sustainable Development を作成し、2013 年に CES Recommendations 
on Measuring Sustainable Development を定めた。しかし、これらには、幸福や資
本（自然資本、人間資本、社会資本）の測定など SDGs には含まれていない方向も含
まれていた。ESCAP 地域でも、2013 年 ESCAP 統計委員会で採択された人口社会統
計の指標に関する Core Set に沿って、構成国に対して Core 指標の整備を求めている。 
 
3.2 主要経済・金融指標 
IMF は経済・金融指標に関する２種類の公表基準を定めた。１つ目は 1996 年に定
めた SDDS（Special Data Dissemination Standard）であり、国際資本市場にアク
セスを持っているか、いずれ持つかもしれない国々に指針を与えるために設立された。
２つ目は、すべての国々がより信頼性の高いデータを提供することを支援するために
















ても Steering Group で検討し、2010 年 ESCAP 統計委員会で採択された経済統計に




例えば、情報通信技術については、以前から ITU が Handbook を作成し、指標の





































いこと）により季節調整法の候補を X12-ARIMA の(0,1,1)(0,1,1)及び DECOMP の定
常変動次数０であるとしている。さらに、完全失業率、CPI、家計調査消費支出の結

























１ X11-ARIMA の適用に向けた検討 
 総務省統計局では労働力調査、CPI、家計調査に対して米国センサス局法によって






 カナダ統計局では、1975 年に時系列分析における研究の成果を取り入れた ARIMA











+𝛿𝛿 + 𝑎𝑎𝑡𝑡 
を、𝑝𝑝次の AR モデルと呼ぶ。また、𝜃𝜃𝑗𝑗を係数、𝑞𝑞を𝑗𝑗の最大値とすると、 




を𝑞𝑞次の MA モデルと呼ぶ。 
作用素𝐵𝐵を 
𝐵𝐵𝑥𝑥𝑡𝑡 = 𝑥𝑥𝑡𝑡−1 
で定めると、 s 期前の値は、 
𝐵𝐵𝑠𝑠𝑥𝑥𝑡𝑡 = 𝑥𝑥𝑡𝑡−𝑠𝑠 
となり、𝑑𝑑次の階差は 



























数 、 𝑞𝑞と  𝑄𝑄は MA モ デ ル の 次 数 、 𝑑𝑑 と 𝐷𝐷は 階 差 の 次 数 を 意 味 す る 。
s は階数であり、月次であれば、s＝12、四半期であれば s＝４となる。 









 まず、原数値を𝑙𝑙年１月から𝑚𝑚年 12 月までとし、X11 と X11-ARIMA を用いて季節





ら𝑚𝑚年 12 月までに適用したときの自動選択モデルとした。 
（１）労働力調査完全失業率への適用 
原数値を 1959 年から 1987 年までの労働力調査完全失業率にした場合、推定値と改
定値のどちらに対しても確定値との差の絶対値の総平均は X11 よりも X11-ARIMA の
ほうで小さい。また、月平均で見たときに、推定値と改定値のどちらに対しても X11
のほうが小さくなるのは５月と６月だけである。５月と６月の季節指数は緩やかでほ
とんど単調に増加しているので X11 による予測が適合しやすい。 
（２）CPI 総合への適用 
 原数値を 1970 年から 1987 年までの CPI 総合にした場合、推定値に関する結果を
総平均すると、X11 よりも X11-ARIMA のほうで誤差が小さかった。年平均に関して
は 1979 年と 1984 年以外はすべて X11-ARIMA のほうで誤差が小さく、月平均に関し
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ても、７月と 10 月以外は同じであった。推定値と改定値の両方に対して X11-ARIMA
のほうで誤差が大きくなる月は７月だけだが、７月は他の月と比べて季節指数が安定
している。 
 改定値に関しても総平均で比較すると X11-ARIMA のほうで誤差が小さかった。 
（３）家計調査勤労者世帯消費支出に対する適用 
 原数値を 1970 年から 1987 年までの家計調査勤労者世帯消費支出にした場合には、
総平均に関しては推定値、改定値のどちらも X11 よりも X11-ARIMA のほうで誤差が
小さかった。12 月の季節指数は他の月と比較して著しく大きく、激しい減少傾向を示






1.2  SSAP による適用結果の比較 
 次に、SSAP（Sliding Span Analysis Program）における Maximum % Difference
を利用した。Maximum % Difference は、ある期間の𝑖𝑖年𝑗𝑗月の季節調整値を𝐴𝐴𝑖𝑖,𝑗𝑗(1)、期
間を𝑘𝑘－１年ずらしたときの季節調整値を𝐴𝐴𝑖𝑖,𝑗𝑗(𝑘𝑘)、𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑗𝑗 = �𝑘𝑘: 𝑖𝑖年𝑗𝑗月の𝐴𝐴𝑖𝑖,𝑗𝑗(𝑘𝑘)が存在する�
としたときに、以下の式で定義される。 









 1979 年から 1983 年までの CPI 総合の指数、前月比、前年同月比の季節調整値につ
いて X11、X11-ARIMA のうち自動選択モデルを適用、 (0,2,2)(0,1,1)12を適用、
(0,1,1)(0,1,1)12を適用、(2,1,2)(0,1,0)12を適用の間で Maximum % Difference の和及び
二乗和を比較すると、(0,1,1)(0,1,1)12を適用、(2,1,2)(0,1,0)12を適用の前月比以外は X11
を適用した場合より X11-ARIMA を適用した場合のほうが小さくなった。 
 
 
X11 2.2235 0.1492 0.7288
X11-ARIMA 1.9685 0.1266 0.5818
X11 1.5702 0.1029 0.4956











1.3 CPI 総合の季節指数の変化の比較 
 さらに、1981 年から 1986 年までの CPI 総合指数の季節指数の変化を比較した。
X11 を適用しても X11-ARIMA を適用しても各月の年による季節指数の変化の方向は
同じだが、その大きさは後者のほうが大きかった。したがって、X11-ARIMA を適用
した場合のほうが X11 を適用した場合より季節性の変化が大きく現れたことになる。 











































 清水誠[22]以降、労働力調査、CPI 及び家計調査の季節調整法には X11-ARIMA の















































季節調整値を見ると、2005 年 10-12 月期をピークに低下傾向で推移し、金融危機




















































































































































































































































































































～2015 年度における消費支出のうち食料について、X12-ARIMA の (0,1,1)(0,1,1)モ
































































































































































































































FY2002 FY2003 FY2004 FY2005 FY2006 FY2007 FY2008 FY2009 FY2010 FY2011 FY2012 FY2013 FY2014 FY2015
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し、2004～2006 年度をピークとして 2007～2008 年度に下降傾向で推移し、金融危



























































Q−−=Φ−−−− qj  
と書くことができ、これを略して ),,)(,,( QDPqdp と書くこととする。 
例えば、Airline モデルと呼ばれる(0,1,1)(0,1,1) モデルは 
tt BBZBB εq )1)(1()1)(1(
44 Q−−=−−  
すなわち 









論の検討対象から除外した。また、X12-ARIMA が X11-ARIMA と異なる点は、
regARIMA と呼ばれるレベルシフト、異常値、曜日変動等を表す変数を指定して
事前調整を行う部分にあるが、ここではそれらを指定してない。したがって、今





DECOMP については、個人企業経済調査の原数値 tY が傾向変動 tT 、季節変動 tS 、
定常変動 tA 、曜日変動 tD 、偶然変動 tE に区別され、 ltε を平均０、分散一定の正
規分布、 wtd を t 期に含まれる w曜日の日数とすると、 
tttttt EDASTY ++++=  
( ) ttd YB 11 ε=−  























wtwt dD γ  
ttE 4ε=  
と表される。 
個人企業経済調査は原数値の期間が短いことから、DECOMP のモデルの次数
はできるだけ小さなものから選ぶこととし、 1== Dd に固定した上で、 0=p 及
び 1=p の２通りについて比較した。プログラムは情報・システム研究機構統計




2002 年４-６月期から 2016 年１-３月期までについて、季節調整法ごとに各プ
ログラムから算出される AIC を比較し、AIC が小さいほど優れた季節調整法であ
るとした。ただし、X12-ARIMA で算出される AIC はモデルの当てはまりの良さ
を評価したものであり、移動平均部分の評価を含んでいない。したがって、AIC
を評価するに当たっては X12-ARIMA と DECOMP を区別することにする。 
②安定性 



















X12-ARIMA について、 0== Dd という条件の下で、 p 、 q 、 P 、 Qについて
０又は１のすべての異なる 16 通りの組合せで AIC を計算した結果を表２に示す。
これによれば、 1=== QPp のとき、すなわち、(1,0,0)(1,0,1)又は(1,0,1)(1,0,1)で




表２ X12-ARIMA 各種モデルの AIC d=D=0 
 
 
清水誠[23]では、 0== Dd という条件の下では X11 の AIC が最も大きかったが、
表２によれば、そのような結果は再現しなかった。 
また、 1== Dd という条件の下で、 p 、 q 、 P 、 Qについて０又は１のすべて
の異なる 16 通りの組合せで AIC を計算した結果を表３に示す。これによれば、
1=Q のときに AIC が最小になる系列・産業が多く、逆に 0== QP のとき、すな










q=0 q=1 q=0 q=1 q=0 q=1 q=0 q=1 q=0 q=1 q=0 q=1 q=0 q=1 q=0 q=1
製造業 659 636 616 613 655 635 615 613 686 652 615 613 605 644 608 609
卸売業、小売業 600 579 563 561 589 570 537 548 625 578 547 547 626 601 537 561
宿泊業、飲食サービス業 591 562 551 549 567 558 552 551 623 598 552 551 599 599 554 553
サービス業 615 613 631 606 599 596 613 594 621 604 581 584 623 593 569 566
製造業 781 779 794 788 783 779 794 790 843 804 792 790 802 788 767 769
卸売業、小売業 795 797 833 815 775 790 818 805 802 787 797 795 778 780 770 770
宿泊業、飲食サービス業 692 683 700 702 693 662 701 703 759 724 701 702 755 722 694 698
サービス業 655 656 708 680 656 669 688 675 696 666 660 645 693 652 629 631
製造業 638 635 637 646 605 619 639 648 665 683 639 647 661 652 608 639
卸売業、小売業 600 674 636 614 596 654 630 608 624 626 637 604 618 619 619 594
宿泊業、飲食サービス業 559 569 596 592 562 559 598 594 636 607 598 594 631 616 599 595


















表３ X12-ARIMA 各種モデルの AIC d=D=1 
 
 
さらに、DECOMP について 0=p と 1=p の２つのモデルの間で比較した結果を
表４に示す。DECOMP では、 0=p のほうが 1=p より AIC は小さかった。 




安定性については、X12-ARIMA については X11 と 1== Dd という条件の下で、
Airline モデル (0,1,1)(0,1,1)に加え、AIC の結果が比較的良好な (0,1,0)(0,1,1)、 
(1,1,0)(0,1,1)、 (0,1,0)(1,1,1)、 (1,1,1)(1,1,1)の５つのモデルについて、DECOMP
については 0=p と 1=p の２つのモデルについて比較した。なお、X12-ARIMA の
(0,1,0)(0,1,1)、(0,1,1)(0,1,1)、(1,1,0)(0,1,1)については清水誠[23]でも AIC が比較
的良好であったモデルである。 
2002 年４-６月期から 2015 年１-３月期までの改定状況は、系列によって、産
業によって異なるが、表５によれば、どの系列・産業においても平均絶対変化率が
比較的小さいのは X12-ARIMA の(0,1,1)(0,1,1)と DECOMP であった。逆に、売上
q=0 q=1 q=0 q=1 q=0 q=1 q=0 q=1 q=0 q=1 q=0 q=1 q=0 q=1 q=0 q=1
製造業 570 574 572 579 551 552 552 556 565 566 566 568 553 554 553 555
卸売業、小売業 493 506 506 504 484 486 486 488 488 501 501 487 486 488 488 490
宿泊業、飲食サービス業 537 525 526 526 510 506 505 507 518 513 513 514 510 507 507 508
サービス業 520 522 522 520 511 507 506 508 518 519 519 521 513 509 508 509
製造業 739 718 718 733 696 698 698 700 699 701 701 700 682 684 684 686
卸売業、小売業 721 721 721 716 690 690 690 692 702 703 703 705 691 690 690 692
宿泊業、飲食サービス業 652 654 654 649 625 627 627 628 619 620 621 620 626 628 628 605
サービス業 593 595 595 597 557 559 559 558 562 563 563 565 552 554 554 555
製造業 617 599 598 599 556 579 578 580 590 589 588 590 555 578 577 579
卸売業、小売業 549 554 567 556 564 536 544 536 573 548 554 550 564 538 546 538
宿泊業、飲食サービス業 564 560 564 554 542 539 541 537 547 547 548 542 542 539 541 538
































高についてどの産業でも X11 は最大であった。X12-ARIMA の (1,1,0)(0,1,1)、
(0,1,0)(1,1,1)、(1,1,1)(1,1,1)については、平均絶対変化率が最も小さくなる場合と
最も大きくなる場合があり、系列・産業によっては適用可能なモデルである。しか
し、2002 年４-６月期から 2015 年１-３月期までの安定性の観点から汎用的なモデ
ルを選定するのであれば、X12-ARIMA の(0,1,1)(0,1,1)と DECOMP が適当である。 










(0,1,1)(0,1,1)と DECOMP でも平均絶対変化率が大きくなることがあった。 
（３）適切性 
適切性については、安定性と同じモデルを対象に比較した結果を表６に示す。 
すべての系列、産業において平均絶対変化率は DECOMP で 0.000 と最も小さ
くなった。これは、DECOMP の計算方法から明らかなことである。逆に、多くの
系列、産業において平均絶対変化率は X11 で最も大きくなった。したがって、適





X-11 (010)(011) (011)(011) (110)(011) (010)(111) (111)(111) p=0 p=1
製造業 0.008 0.002 0.002 0.002 0.002 0.003 0.002 0.002
卸売業、小売業 0.002 0.001 0.001 0.001 0.001 0.005 0.001 0.001
宿泊業、飲食サービス業 0.004 0.008 0.003 0.003 0.006 0.002 0.002 0.002
サービス業 0.001 0.002 0.002 0.002 0.010 0.001 0.001 0.001
製造業 0.003 0.002 0.002 0.002 0.002 0.002 0.002 0.002
卸売業、小売業 0.003 0.001 0.001 0.001 0.001 0.002 0.001 0.001
宿泊業、飲食サービス業 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000
サービス業 0.001 0.001 0.001 0.001 0.000 0.000 0.001 0.001
製造業 0.003 0.010 0.003 0.003 0.009 0.003 0.004 0.005
卸売業、小売業 0.007 0.007 0.007 0.007 0.011 0.008 0.004 0.004
宿泊業、飲食サービス業 0.003 0.001 0.002 0.002 0.001 0.001 0.005 0.005






























図２-１ 卸売業、小売業業況の原数値と季節調整値（2015 年度） 
 
X-11 (010)(011) (011)(011) (110)(011) (010)(111) (111)(111) p=0 p=1
製造業 0.002 0.002 0.002 0.002 0.002 0.002 0.000 0.000
卸売業、小売業 0.001 0.001 0.001 0.001 0.002 0.001 0.000 0.000
宿泊業、飲食サービス業 0.002 0.002 0.001 0.002 0.001 0.001 0.000 0.000
サービス業 0.002 0.002 0.001 0.001 0.001 0.001 0.000 0.000
製造業 0.003 0.001 0.001 0.001 0.002 0.002 0.000 0.000
卸売業、小売業 0.002 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.000 0.000
宿泊業、飲食サービス業 0.003 0.001 0.001 0.001 0.001 0.004 0.000 0.000
サービス業 0.005 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.000 0.000
製造業 0.002 0.004 0.002 0.002 0.004 0.002 0.000 0.000
卸売業、小売業 0.005 0.003 0.004 0.004 0.003 0.004 0.000 0.000
宿泊業、飲食サービス業 0.003 0.004 0.004 0.004 0.003 0.004 0.000 0.000


























図２-２ 卸売業，小売業営業利益の原数値と季節調整値（2015 年度） 
 
 







ち、しかも適切性や AIC で劣った結果を示すことが少ない X12-ARIMA の
(0,1,1)(0,1,1)が季節調整法の候補となると考える。また、適切性だけでなく安定性









































































regARIMA モデルは、2000 年から 2015 年までの結果を原数値として選択されたもの









































数値と併せて公表されている。regARIMA モデルは、 1== Dd とした上で、 p 、P 、



































ムページよりダウンロードすることにより入手し、Time Series Research Staff, 





分は X12-ARIMA と同じであり、regARIMA で数値の段差を取り除いてから ARIMA
モデルを適用する。要因分解の部分は２通りの中から選択が可能であり、１つは X11、
他方は TRAMO-SEATS の SEATS である。したがって、前者を選べば X12-ARIMA
と全く同じになる。 
Víctor Gómez and Agustín Maravall [26]によると、原数値を𝑥𝑥𝑡𝑡、ホワイトノイズ
を𝑎𝑎𝑡𝑡として SEATS の概要は次の式で示される。 
 
 𝜑𝜑(𝐵𝐵) = �1 + 𝜑𝜑1𝐵𝐵 + ⋯+ 𝜑𝜑𝑝𝑝𝐵𝐵𝑝𝑝�(1 + 𝛷𝛷1𝐵𝐵𝑠𝑠 + ⋯+ 𝛷𝛷𝑃𝑃𝐵𝐵𝑠𝑠𝑃𝑃) 
 𝜃𝜃(𝐵𝐵) = �1 + 𝜃𝜃1𝐵𝐵 +⋯+ 𝜃𝜃𝑞𝑞𝐵𝐵𝑞𝑞��1 + 𝛩𝛩1𝐵𝐵𝑠𝑠 +⋯+ 𝛩𝛩𝑄𝑄𝐵𝐵𝑠𝑠𝑄𝑄� 
 𝜑𝜑(𝐵𝐵)(1− 𝐵𝐵)𝑑𝑑(1−𝐵𝐵𝑠𝑠)𝐷𝐷𝑥𝑥𝑡𝑡 = 𝜃𝜃(𝐵𝐵)𝑎𝑎𝑡𝑡 + 𝑐𝑐 
 𝑥𝑥𝑡𝑡 = ∑ 𝑥𝑥𝑖𝑖𝑡𝑡𝑖𝑖=1,..,4   
 
















安定性と適切性の観点から X12-ARIMA、すなわち、要因分解の部分で X11 を選んだ
ときと結果を比較してみることとする。 
安定性については、以下の方法で比較する。 




最も新しい共通の１年間である 2014 年の１年間、②2015 年の１年間の２通りとする。
ただし、2014 年 12 月までを原数値とする場合については、2015 年の公表値と推定
季節指数から季節調整値を推定する。 






 完全失業率については、季節調整の期間は 28 年間と長く。最も古い共通の１年間
は 1987 年である。表７によれば、安定性、適切性のいずれも SEATS のほうが X11
よりも優れている。 
表７ 完全失業率の平均絶対変化率（％） 
比較の視点 X11 SEATS 
安定性 
2014 年 0.43  0.30  
2015 年 0.51  0.36  
適切性 0.15 0.01 
 
（２）CPI 
 CPI 総合については、季節調整の期間が短く 2010 年を開始年としている。表８に






表８ CPI の平均絶対変化率（％） 
比較の視点 X11 SEATS 
安定性 
2014 年 0.07  0.04  
2015 年 0.09  0.07  
適切性 0.01 0.00 
 
（３）消費支出 
 ２人以上世帯の消費支出については、季節調整の開始年は 2010 年である。表９に
よれば、安定性のうち、①2014 年の１年間については X11 のほうが優れているもの
の、②2015 年の１年間については SEATS のほうが優れている。 
表９ 消費支出の平均絶対変化率（％） 
比較の視点 X11 SEATS 
安定性 
2014 年 0.23  0.33  
2015 年 0.54  0.26  
適切性 0.11 0.01 
 
4.3 全体評価 
 上記の結果をまとめると、安定性と適切性については X11 よりも SEATS のほうが




 センサス局法の発展経緯を振り返ると、以前は移動平均法を主体とする X11 だけで
あったが、事前調整として ARIMA モデルが加わり、さらには、本体部分もモデル形
















JGSS は、大阪商業大学が 2000 年以降１～３年に１度、日本人の価値観、意識、
行動を包括的に把握するために約 4,500 人 16を対象に実施する国際比較が可能な社会
調査である。JGSS-2000 では、あらかじめ設定された地域区分ごとに人口規模に比例
するように 1995 年国勢調査（総務庁統計局）の調査区 17を抽出し、そこからそれぞ






















                                                   














欧米には 20世紀から JGSSに相当する一般社会調査 GSS（General Social Surveys）
が存在する。GSS や類似の調査を見ると、オーストリアの SSO（Sozialer Survey 
Osterreich）、イタリアの ISI（Indagine Sociale Italiana）、スペインの ASEP（Analisis 




×就業形態別（又は職業別）に、イタリア ISI では職業別に、ブルガリア GSS では教
育の程度別に、ポーランド PGSS では住宅の種類別にと、調査ごとに多様である。 
他方、英国には GSS に相当する調査として BSA（British Social Attitudes Survey）
がある。このデータセットには、分析をする前に“wtfactor”を利用して抽出率と世帯
人員数に応じた換算をすべきであるとの指示があるが、比推定乗率は存在しない。ま
た、ドイツの ALLBUS（Allgemeine Bevolkerungsumfrage der Sozialwissenschaften）
についても、旧東ドイツに偏った標本設計から全体像を適切に推計するための乗率付
データが提供されているものの、比推定乗率は付されていない。  
北米では、カナダの GSS が比推定 21を系統的に実施している典型である。これは、
月ごとに電話を通じた RDD（Random Digit Dialing）などにより世帯を対象に実施
され、1996 年に実施された第 11 期は Social and Community Support、1998 年に実







米国の GSS の変数には、世帯単位を個人単位に換算する“ADULTS”（1975 年以
降）、黒人の超過を調整する“OVERSAMP”（1982 年）、複数の様式に基づく結果を







































                                                   
22 東日本は北海道・東北、関東、中部、西日本は近畿、中国・四国、九州 



















































































w = が比推定乗率である。 





























































































































































































































































































































































































表 10 単純和と比推定の項目別標準誤差 
 
 
単純和 比推定 単純和 比推定 単純和 比推定
北海道・東北 0.6 0.0 従業 0.9 0.7 単身 1.2 1.2
関東 0.8 0.0 休業 0.2 0.2 ２人 1.0 1.0
中部 0.7 0.0 失業 0.3 0.3 ３人 0.8 0.8
近畿 0.7 0.0 家事 0.7 0.6 ４人 0.6 0.6
中国・四国 0.6 0.0 学生 0.0 0.1 ５人以上 0.5 0.5
九州 0.6 0.0 その他    0.6 0.5 持ち家・戸建て 1.1 1.1
政令指定都市等 0.7 0.0 経営者・役員 0.6 0.6 持ち家・集合住宅 0.5 0.5
その他の市 0.9 0.0 常雇 1.3 1.2 借家・戸建て 0.4 0.4
町村 0.8 0.0 臨時雇・ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ 1.2 1.1 借家・集合住宅 1.0 1.1
男 0.9 0.0 派遣社員 0.3 0.3 その他 0.2 0.2
女 0.9 0.0 自営業主・内職 1.0 1.0 50㎡未満 1.0 1.1
20～29歳 0.6 0.0 家族従業者 0.7 0.7 50㎡以上100㎡未満 1.0 1.0
30～39歳 0.7 0.0 1～29人 1.8 1.7 100㎡以上 1.1 1.1
40～49歳 0.7 0.0 30～99人 1.5 1.4 100万円未満 1.1 1.2
50～59歳 0.8 0.0 100～499人 1.5 1.4 100万円以上450万円未満 1.6 1.5
60～69歳 0.7 0.0 500～999人 0.9 0.8 450万円以上1000万円未満 1.4 1.3
70～89歳 0.7 0.0 1000人以上 1.5 1.3 1000万円以上 1.0 1.0
有配偶 0.8 0.8 官公庁 1.3 1.2
未婚 0.7 0.6 第１次産業 0.7 0.7
離死別 0.6 0.5 第２次産業 1.3 1.2
小学・中学 0.8 0.7 第３次産業 1.1 1.1
高校・旧中 0.9 1.0 専門的・技術的 1.0 1.0
短大・高専 0.6 0.6 管理的 0.5 0.4
大学・大学院 0.7 0.7 事務 1.2 1.2
0.9 0.7 販売 0.9 1.0
100万円未満 1.3 1.1 サービス 0.8 0.8
100万円以上450万円未満 1.4 1.3 保安 0.3 0.3
450万円以上1000万円未満 1.4 1.2 農林漁業 0.7 0.7
1000万円以上 0.6 0.6 運輸・通信 0.6 0.6
1.7 1.7 生産工程・労務作業 1.3 1.3
1.0 1.1 1～14時間 0.7 0.7
０人 0.6 0.8 15～34時間 1.2 1.2
１人 0.8 0.9 35～42時間 1.3 1.3
２人 1.0 1.1 43～48時間 1.1 1.1
３人 0.9 0.9 49～59時間 1.0 1.0


































































第１章は、人口が経済に及ぼす影響として、1969 年度から 1998 年度まで、各種の












































































































































図３ １人当り GDP（実質）の推移 
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𝑦𝑦= -0.1547𝑡𝑡 + 369.15 
     (-11.278)   (13.595) 












1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000
年度 
％ 
𝑦𝑦 = -0.1485𝑡𝑡 + 339.56 
    (-13.142)    (15.181) 





































𝑦𝑦= 0.3795𝑡𝑡 - 740.03 
    (71.854) (-70.771) 













注 1972 年度の人口増加率は沖縄県を除いて計算  
 
GDP を名目値で捉えるにはこれに GDP デフレータの増分を上乗せすれば良い。
GDP デフレータは増加傾向で推移し、1960 年度を 100 とした 2000 年度の指数は 444
であり、この間の GDP デフレータも直線近似することができる。しかし、その後の





2002 年１月に公表された将来推計人口（中位推計）から計算した 2025 年度の人口
減少率はマイナス 0.5％である。先に記した要因分解式において、仮に、将来の人口
と 15 歳以上人口比がこの推計結果に従い、就業率、平均就業時間及び労働時間当た












































ックと人的資本ストックに区別し、以下の Cobb-Douglas 型を想定する。 






























































以下の Cobb-Douglas 型を想定する。 





具体的には、 lK は 68SNA による国富（正味資産）を純固定資産デフレータにより


































ることになる。実質 GDP は 1990 年代に増分が停滞しているが、国富と週間就業時間
が類似の傾向で推移している。いずれにしても、おおむね右肩上がりの要因がα、β 、
βα −−1 という係数で程度を押さえながら実質 GDP が合成されるモデルを想定して
いることになる。 






































とみなされていると考えられる 31。これに 2000 年 10 月における総人口を乗じて 2000
年度の国民所得で割ると、0.27 程度となる。厳密にはこれを各年で計算して平均する
必要があるが、表 11 の労働投入量の分配率はこれに近い水準である。 























 老齢基礎年金は 2001 年９月現在で月額 67,017 円、個人住民税の課税最低限所得額は
2001 年８月現在において夫婦と子供２人世帯で年収 325 万円である。 
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1969-88年度 1969-98年度 1969-88年度 1969-98年度 




































































口要因が４割程度 32で比較的安定性が高い。ただし 1998 年度まで適用する場合には








0.2％減少することになる。これを 1.1 の推計結果に当てはめて解釈すると、2025 年
                                                   
32
 分配率は、物的資産、人的資産、人口要因の順に、1988 年度までなら 0.18、0.37、0.45、























には限界があるので、ここでは OECD 加盟国に限定して行うこととする。 
経済成長の国間横断的な要因分解については、Mankiw et al.[30]では、 
βαβα −−= 1)(ALHKY   1<<0 α 、 1<<0 β 、 1<βα + 、 nteLL )0(= 、 gteAA )0(=  
というモデルにおいて、対数をとり定常状態を仮定した 













を 1960 年から 1985 年までのデータに適用した事例を示している。ここで、Y は実質
GDP、L は World Bank による生産年齢人口、 ks は投資率（GDP 当り）、 hs は UNESCO
による中学卒業者比率（生産年齢人口当り）、 n は 1960 年から 1985 年までの生産年
齢人口の年平均増加率であり、 ks 及び hs は推定期間中の平均値である。また、技術進
歩率 g 、固定資本減耗率 δ はそれぞれ一定で、 05.0=+δg と仮定している。モデル
は、非産油 98 か国、小国等を除く 75 か国については、いずれも 3.0=α 程度で適合






ここでは、対象国を OECD 加盟国に限定し、1990 年以降も含めたデータに対して、
まず、供給面での国間格差を見るために、1.2 同様、技術進歩は人的ストックによっ
て達成されるとした類似のモデル 
βαβα γ −−= 1)( WHKY p        1<<0 α 、 1<<0 β 、 1<βα + 、 wteW =  
を想定する。 
対数をとり定常状態を仮定すると、 












となる。ただし、 γ は定数とし、変数はできるだけ 1.2 で取り上げたモデルの変数の
概念と一致させるために 
Y ：GDP（68SNA に基づく 1990 年基準ドル換算値【OECD】）、 

















いては ILO、更に入手が不可能な国については World Bank からデータを収集した。OECD
からデータを収集した国については増加率を 1996 年から 1999 年までの年平均増加率と








2002 年１月現在において OECD を構成する 30 か国のうち、上記のデータをすべて




βαβα γ −−= 1)( NHKY l           1<<0 α 、 1<<0 β 、 1<βα + 、 nteN =  
と、対数をとり定常状態を仮定した 












を想定することとする。ただし、 hls は 25～64 歳大学卒業者 36比率（％）【OECD】、
n は 1970 年から 1997 年までの人口の年平均増加率とする。上記モデルは OECD の構
成国のうち上記のデータをすべて揃えることができる 26 か国 37に適用した。なお、
物的資産としては金融資産や土地資産を含めた概念に相当する変数を採用したいとこ
ろであるが、比較に耐えうる状態で揃えることが困難なため、代理変数として総固定













                                                   
35
 除外国は 1990 年以前のデータを入手できないチェコ、ハンガリー、ポーランド及びス
ロバキアに加え、専門的・技術的職業従事者数を把握できないフランス及びルクセンブル
グである。ドイツは 1990 年以前のデータに旧東ドイツを含めた。日本は 1972 年以前の
データから沖縄県を除外し、人口増加率の平均値は 1973 年を除外して計算した。 
36 ISCED（International Standard Classification of Education）において５A 及び６に該当す
る者とした。 
37 供給について対象とした 24 か国にフランス及びルクセンブルグを加えた。 
97 
 








































































て Cobb-Douglas 型の要因分解を試みることとする。 
このため、先進国間で構造分解したときと同様に、まず、都道府県ごとの供給とし
ての経済水準を 
βαβα γ −−= 1)( WHKY ppp         1<<0 α 、 1<<0 β 、 1<βα + 、 wteW =  
とし、対数をとり定常状態を仮定した 




























る点に注意が必要である。すなわち、図 10 のとおり、1975 年から 1990 年に労働時





                                                   
38 1998 年度における茨城県の公的設備投資額は公表されていないが、公的総固定資本形










 労働時間増加率と時間当り実質 GDP の回帰分析による傾きは、1975 年から 1990 年労
働時間増加率×時間(1990 年)当り実質 GDP(1988 年)ではマイナス 1293（𝑡𝑡値はマイナス
3.414）、1990 年から 2000 年労働時間増加率×時間(2000 年)当り実質 GDP(1998 年)で




図 10 都道府県別労働時間の変化 年平均変化率 
 
 そこで、データを 1990 年前までにとどめる場合と、それ以降も含める場合にモデ
ルを適用し、両者を比較した。すなわち、推定期間を 1975 年から 1988 年と 1975 年
から 1998 年の２通りについてモデルを適用し、比較した。 
同様に、各都道府県に対して需要側から見た経済水準を 
βαβα γ −−= 1)( NHKY lll          1<<0 α 、 1<<0 β 、 1<βα + 、 nteN =  
とし、対数をとり定常状態を仮定した 














lY ：県民総支出（68SNA に基づく県民経済計算実質値）、 
kls ：固定資本形成（68SNA に基づく県民経済計算名目値）の県民総支出（固定資
本形成＋最終消費支出＋県外からの要素所得）（名目値）比（％）、 
hls ：大学卒業者（25 歳以上の在学者を含む。）の夜間人口比率 43（％）、 
とし、 kls は推定期間中の平均値、 n は人口の 1975 年からの年平均増加率（％）とす
る。 
                                                   
43
 西暦０年ごとに計算し、1980 年から推計年の次の国勢調査年までの平均値とした。 
𝑦𝑦 = -2.244𝑥𝑥 + 2.2314 
  (-7.888)  (6.527) 












































あると考える。他方、需要については 1988 年度までと 1998 年度までで分配率に大き
な違いは見られない。 




1988年度 1998年度 1988年度 1998年度 















































た。表 15 は実質 GDP を前年に実施された全国物価統計調査の地域差指数で割って同
                                                   
44 国民所得に対する労働分配率（雇用者所得と農林水産業に関する個人企業所得の割合）
は 1975-88 年度平均で 69.7％、1975 年度から 1998 年度平均で 70.6％であり、1969 年度
から 1998 年度平均の 69.0％より少し高い。 
45
 物的資本の分配率は 1988 年度において 0.20、1998 年度において 0.22 である。各係数










1988年度 1998年度 1988年度 1998年度 























































したいという希望があっても、SNA のベースが 1968 年から 1993 年に変わり、さら





























ータによる検証を試みる。Butz and Ward[31]はこれを 1948 年から 1975 年の米国の
データに適用して理論どおりの結果を得ている。英国については John Ermisch[32]
が 1951 年から 1975 年のデータを用いて係数が条件を満たすことを確認しているが、
誤差項には系列相関が、説明変数には多重共線性が認められたとしている。我が国に
ついても、Ogawa and Mason[33]が 1966 年から 1984 年のデータに適用して良好な
















Butz and Ward Model は、米国において景気が回復しても出生力が回復しない現象
を説明するための時系列モデルであり、具体的には次の形をしている。 
有配偶女性の就業率を K 、就業していない有配偶女性の出生率を 1B 、就業している
有配偶女性の出生率を 2B とすれば、有配偶女性の出生率 B は 
21)1( KBBKB +−=  
と表される。ここで、𝐵𝐵1は夫の所得𝑌𝑌𝑚𝑚と他の要因𝑋𝑋で決まり、𝐵𝐵2は両者に加えて妻の
賃金𝑊𝑊𝑓𝑓によって決まるものとした。実用上はこれを全微分して得られる 
ln𝐵𝐵 = 𝛾𝛾0 + 𝛾𝛾1𝐾𝐾ln𝑌𝑌𝑚𝑚 + 𝛾𝛾2ln𝑌𝑌𝑚𝑚 + 𝛾𝛾3ln𝑊𝑊𝑓𝑓 
が提案された。ただし、所得効果がプラス、代替効果はマイナスであることから、係
数には 
0>21 γγ + 、 0>2γ 、 0<3γ  
という制約条件がある。 
 
1.1 1971 年から 2000 年における Butz and Ward Model の適合状況 




























必要な変数には対数をとり、Butz and Ward Model を適用した結果は表 16 のとお
りである。これによると、Adjusted R2は高いものの、Durbin-Watson 比が低く、





表 16 時系列データに Butz and Ward Model を適用した結果 
説明変数 
Bln   
偏回帰係数 𝑡𝑡値   
𝐾𝐾 ln𝑌𝑌𝑚𝑚 -1.447 -2.599 ** 
ln𝑌𝑌𝑚𝑚 1.180 1.043  
𝐾𝐾 ln𝑊𝑊𝑓𝑓 -2.432 -3.642 *** 
定数項 -8.452 -1.404   
𝑛𝑛 30   
Adjusted R2 0.932   
F 132.855 ***  




２ JGSS-2002 における夫婦データを用いた検証 






















まず、Butz and Ward Model を次のように再定義することとする。すなわち、有配
偶女性が、一生の間に就業している期間の割合を K とし、就業していない間の出生率
を 1B 、就業している間の出生率を 2B とすれば、この女性の両期間を合わせた出生率 B
は 
21)1( KBBKB +−=  
と定義される。ここで、 1B  は夫の所得に依存し、K と 2B は夫の所得と妻の賃金に依
































































表 17 夫年間収入の重回帰分析の結果 
説明変数 偏回帰係数 𝑡𝑡値   
年齢 7.556 2.573 ** 
就業年数 8.341 2.692 *** 
企業規模 0.014 3.752 *** 
学歴―大学・大学院 ダミー 121.097 4.630 *** 
就労地位―経営者・役員 ダミー 221.561 3.174 *** 
就労地位―自営業主 ダミー 233.211 4.077 *** 
職業―管理的 ダミー 232.388 2.885 *** 
定数項 80.136 1.011   
𝑛𝑛 180   
Adjusted R2 0.441   
F 21.184 ***  
 
表 18 妻年間収入の重回帰分析の結果 
説明変数 偏回帰係数 𝑡𝑡値   
就業年数 14.939 14.757 *** 
企業規模 0.018 6.558 *** 
就労地位―自営業主 ダミー 167.981 5.014 *** 
就労地位―常用雇用者 ダミー 102.005 9.455 *** 
産業―卸売業、小売業、飲食店 ダミー 77.811 6.012 *** 
産業―サービス業 ダミー 76.883 5.515 *** 
産業―公務 ダミー 177.629 5.960 *** 
職業―専門的・技術的 ダミー 84.921 5.493 *** 
職業―販売 ダミー -64.390 -2.904 *** 
職業―サービス職業 ダミー -75.818 -3.849 *** 
北海道・東北 ダミー -46.690 -3.066 *** 
13 大市 ダミー 18.778 2.646 *** 
定数項 -4.767 -1.113  
𝑛𝑛 180   
Adjusted R2 0.923   










選択された変数とその係数及び関数の適合度に関する情報を表 19 に示す。 
このような関数の作成は、平均的な傾向を抽出することにより、個々のデータが持
つ特殊要因を取り除くという意味でも有意義であると考える。 
表 19 子ども数の重回帰分析の結果 
説明変数 偏回帰係数 𝑡𝑡値  
夫の就業年数 0.052 5.060 *** 
妻の就労地位―常用雇用 ダミー -0.642 -4.199 *** 
夫の産業―農林水産業 ダミー 1.194 2.446 ** 
妻の産業―建設業 ダミー 0.876 2.534 ** 
北海道・東北 ダミー -0.660 -2.486 ** 
関東 ダミー -0.246 -2.076 ** 
定数項 0.966 7.178 *** 
𝑛𝑛 180   
Adjusted R2 0.272   
F 12.144 ***  
 
2.4 生涯レベルの推定方法 
ある時点 t の夫の所得を )(tY とすると、 )(tY のうち時間に依存する要素は年齢と就
業期間だけであり、調査時点の年齢を 0t 、就業期間を 0w 、時間に依存しない部分を Z
とすると、 
ZwttttY ++−+= )()( 00βα  
と表される。60 歳まで働くとすると、生涯レベルの所得は、 
{ }














































妻の就業率は 15 歳から 60 歳までの 45 年間に対する就業年数の割合とした。 
 
2.5 結果の評価 
2.4 で計算した生涯レベルの夫の所得、妻の賃金、就業率及び出生数を用いて Butz 











                                                   









表 20 Butz and Ward Model の検証 
説明変数 
Bln   
偏回帰係数 𝑡𝑡値   
mYK ln  -0.050 -4.971 *** 
mYln  0.530 8.154 *** 
fWK ln  -0.496 -6.516 *** 
定数項 -4.886 -7.425 *** 
𝑛𝑛 180   
Adjusted R2 0.415   














































のうち、2007 年調査で 3 月 31 日現在の資本金が 10 億円以上の企業で、研究費及び
売上高が 2002年度から 2006年度のいずれかの年度で０になる企業並びに売上高に記
入の必要がない企業を除いた 1,472 企業に係るいわゆるパネルデータである。 
































































０年目 １年目 ２年目 ３年目
100％以上 14.2 9.1 2.3 6.9
0以上100％未満 5.7 6.0 5.1 7.9
0未満 4.6 9.1 6.2 7.3
100％以上 13.5 9.4 6.7
0以上100％未満 8.7 5.4 7.3
















０年目 １年目 ２年目 ３年目
100％以上 0.0 7.6 4.2 4.5
0以上100％未満 0.5 -0.4 4.3 2.5
0未満 1.4 1.9 0.1 0.9
100％以上 2.1 35.3 2.1
0以上100％未満 0.7 1.3 3.4


































tttt LKTQ 1−=                         (3-1a) 
ここで、 tQ は当期の生産量、 tT は当期の全要素生産性、 1−tK は前期の資本ストック、
tL は当期の労働力である。実証分析においては、入手できるデータの制約もあり、 tQ





tttt LKTQ lnlnlnln 1 βα ++= −                                   (3-1b)                        
０年目 １年目 ２年目 ３年目
100％以上 2.4 -1.0 -5.2 7.7
0以上100％未満 10.0 19.8 8.4 16.8
0未満 7.2 20.7 11.9 6.0
100％以上 20.9 12.1 18.7
0以上100％未満 15.8 10.6 10.2























t RAeT                                                    (3-2a)                                    













t RLKAeQ                                              (3-3a)                                 
となる。(3-3a)の両辺の対数をとると、 
11 lnlnlnlnln −− ++++= tttt RLKtAQ γβαλ                        (3-3b)                     
となる。α 、 β 、 γ は、それぞれ資本ストック、労働力、研究開発ストックに対する





































































て数多く行われており、過去の実証分析の結果の一部は Congressional Budget Office，




2003 年までの間に行われた 12 件、クロスセクションモデルについては 1969 年から
1995 年までに行われた 19 件であり、限界収益率はそれぞれ、時系列モデルが 0.00～
0.17、クロスセクションモデルが 0.05～0.56 の範囲で報告している。 
クロスセクションモデルの結果の中には、日本企業を対象にした分析結果として、
Mansfield が 1988 年に製造業 17 社を対象として限界収益率を 0.42 と計測し、
Griliches and Mairesse が 1990 年に 1973 年から 1980 年における製造業 406 社を対
象として限界収益率を 0.20～0.56 と計測したと記している。 
Goto and Suzuki[42]も、研究開発データに関する企業アンケート調査の結果を用い、
日本開発銀行の企業財務データ、日本銀行の物価指数、通商産業省の鉱工業指数、労
働省の毎月勤労統計調査などと組み合わせて計測し、1976 年から 1984 年における限
界収益率を約 0.4 と分析している。 




ている。高橋通典[43]は、1991 年から 2000 年までの製造業 11 産業のパネルデータ





0.12 であると報告している。Goto and Suzuki[42]では産業別に限界収益率から研究
開発収益率も計算している。 
研究開発ストックは、フローである研究費と１期前の研究開発ストックを用いて以
下の式で推定される。研究開発支出額を tE 、研究開発ストックを tR 、研究開発支出が
生産に影響を与えるまでのタイムラグを s 、減耗率を δ とすると、 














幅な見直しが行われたが、今回使用した個別データは、2003 年から 2007 年までの間
において調査が行われた資本金が 10 億円以上で、研究費及び売上高がいずれかの年
































表 22 は、上記のデータの中で、2006 年度に注目して、データの継続期間によって
売上高や研究費の平均や最小値がどのように変化するかを見たものである。2006 年度
における 1,998 の調査データ全体では売上高の平均は 1658 億円であるが、１年前
（2005 年度）から継続しているという条件を加えることにより平均は 1806 億円に上
昇する。さらに、２年前（2004 年度）から継続しているという条件を加えると平均は
1920 億円に上昇し、３年前（2003 年度）から継続しているという条件を加えると 2004
























t RLKAeQ −−=  
過去における資本金と研究費の効果を見るためにタイムラグ（波及までの経過
年数） s の値を０、１、２、３と変化させる。 1=s のときは過去に研究実績のあ
る典型的な時系列モデルになるが、今回は資本金と研究費の時間的波及効果を見
るために、 s の値を可能な限り変化させてみることにした。もっとも、 s の値が
大きくなるにつれて選択できる t の種類が限られ、これにより時間係数 λが有意
でなくなる傾向がある。なお、 t ＝（西暦年の下１桁）－２とした。 




























   研究費について、企業ごとに 2002 年度以降の研究費を累積してストックとみ
なしている。つまり、研究費単年型では減耗率を１、研究費蓄積型では減耗率を
1998 1793 1628 1525 1433
売上高 平均値 165753 180555 191962 200409 207863
（百万円） 最小値 41 41 44 517 517
研究費 平均値 570134 625160 664440 695572 726329


















  第２のモデルは(3-3a)をクロスセクションモデルとして扱ったものである。 
① 研究費単年型 
γβαλ
ss RLKAeQ −−= 555
5
5  
  時系列モデルでは、 s の値が２や３で時間係数 λが有意でなくなる場合が多く
なるので、時間変数を除外した。 s の値は時系列モデルと同じである。また、デ










































これらの実証結果は表 23 に示した。表中*は 10％の水準で有意、**は５％の水準で
有意、***は１％の水準で有意であることを示している。また、表中 n はデータ数、
Adjusted R2は自由度調整済決定係数である。（以下同） 
















説明変数 係数 t 値 係数 t 値 係数 t 値 係数 t 値
定数 2.48 50.04 *** 2.41 40.23 *** 2.46 31.86 *** 2.44 19.02 ***
年 0.04 8.65 *** 0.05 7.09 *** 0.04 3.75 *** 0.04 1.74 *
資本金（対数） 0.29 38.57 *** 0.32 35.93 *** 0.34 32.99 *** 0.34 26.39 ***
従業者数（対数） 0.77 90.08 *** 0.74 73.88 *** 0.71 59.82 *** 0.71 47.03 ***
研究費（対数） 0.04 7.20 *** 0.04 6.39 *** 0.04 5.28 *** 0.05 5.12 ***
n 9707 6998 4978 3227
Adjusted R2 0.79 0.79 0.80 0.79
ラグ ０年 ラグ　１年 ラグ　２年 ラグ　３年
(1)時系列モデル－②研究費蓄積型
説明変数 係数 t 値 係数 t 値 係数 t 値 係数 t 値
定数 2.46 50.65 *** 2.42 41.94 *** 2.50 33.69 *** 2.59 20.55 ***
年 0.03 6.22 *** 0.03 4.51 *** 0.02 1.36 0.00 -0.21
資本金（対数） 0.31 39.78 *** 0.33 36.23 *** 0.34 32.57 *** 0.34 26.04 ***
従業者数（対数） 0.76 82.99 *** 0.74 70.91 *** 0.71 58.06 *** 0.70 46.25 ***
研究費（対数） 0.04 6.76 *** 0.04 5.80 *** 0.04 5.46 *** 0.05 5.67 ***
n 8272 6301 4666 3122
Adjusted R2 0.81 0.81 0.81 0.80
ラグ ０年 ラグ　１年 ラグ　２年 ラグ　３年
(2)クロスセクションモデル－①研究費単年型
説明変数 係数 t 値 係数 t 値 係数 t 値 係数 t 値
定数 2.61 23.21 *** 2.59 22.32 *** 2.69 23.61 *** 2.66 23.39 ***
資本金（対数） 0.29 16.08 *** 0.32 17.17 *** 0.35 19.01 *** 0.33 18.01 ***
従業者数（対数） 0.78 39.69 *** 0.73 35.45 *** 0.70 34.07 *** 0.73 33.75 ***
研究費（対数） 0.05 3.90 *** 0.05 4.10 *** 0.04 3.23 *** 0.03 2.63 ***
n 1998 1793 1674 1619
Adjusted R2 0.76 0.77 0.79 0.79
ラグ ０年 ラグ　１年 ラグ　２年 ラグ　３年
(2)クロスセクションモデル－②研究費蓄積型
説明変数 係数 t 値 係数 t 値 係数 t 値 係数 t 値
定数 2.67 21.47 *** 2.62 21.28 *** 2.60 21.75 *** 2.57 21.67 ***
資本金（対数） 0.34 18.15 *** 0.36 18.68 *** 0.36 18.71 *** 0.33 17.48 ***
従業者数（対数） 0.72 31.82 *** 0.71 31.15 *** 0.70 31.50 *** 0.73 32.66 ***
研究費（対数） 0.03 2.35 ** 0.03 2.28 ** 0.04 2.65 *** 0.05 3.36 ***
n 1433 1433 1468 1514
Adjusted R2 0.81 0.81 0.81 0.80










































率は、時系列モデルで 0.31 又は 0.32 と、すべての産業の中で最も高くなるが、クロ



























の限界収益率は研究費単年型の場合には 0.19、蓄積型の場合には 0.16 であった。 







と各変数の t 値が最も高く、研究費の限界収益率は 0.17 又は 0.19 であった。他方、
クロスセクションモデルにおいてはラグが２年のときに決定係数及び研究費の t 値が
最も高く、研究費の限界収益率は 0.29 又は 0.30 と比較的高かった。 







































































































































































































れ経済・金融政策にも重要な CPI に焦点を当て、具体的な研究結果を示す。 
第１章のボスキンレポートをめぐる議論と CPI への影響では、米国 CPI には上方





























第１章 ボスキンレポートをめぐる議論と CPI への影響 
 
米国では、1990 年代後半に入って政府作成の CPI をめぐる議論が活発に行われる







ボスキンレポートの概要、BLS の対応、日本の CPI への適用可能性等については





の対応と日米の CPI の作成方法の違いを踏まえた日本の CPI への適用可能性に言及
している論文は見られず、清水誠[45]～[50]の一連の研究が初めてのものである。 
なお、本章で述べているボスキンレポートの内容は、Advisory Commission to Study 






1961 年には、George Stigler による「物価統計検討委員会」がヒアリングを重ね、
Subcommittee on Economic Statistics, Joint Economic Committee, Congress of the 
U.S.[53]にあるように、米国 CPI と「真の」生計費指数の相違点を指摘し、BLS が
CPI を生計費指数に近づけるための研究を開始するよう勧告したが、それをきっかけ


















ン氏を含む５名から成る CPI 諮問委員会である。 
ボスキンレポートは、米国議会の CPI 諮問委員会が、上院財政委員会に提出した報































CPI 諮問委員会は、1995 年９月に中間報告を提出し、現行の米国 CPI は物価上昇
率を年率 1.5 ポイント過大評価していると指摘した。その後、1996 年 12 月の最終報
告では 1996 年３月に BLS が公表した CPI の改定予定を反映させるとともに、一部評
価手法を改め、過大評価の大きさを 1.1 ポイントと改めた。 
 





それが CPI に反映されないというバイアスである。特に、現行 CPI が固定マーケッ
トバスケット方式を前提としていることに起因するものである。 
この１つの要因は指数算式の問題である。委員会は、本来なら最良指数 49を採用す








ないことによるバイアスであり、年率 0.1 ポイントの上方バイアスがあるとしている。 
                                                   













（３）のバイアスと合せて年率 0.61 ポイントの上方バイアスになるとしている。 
 
2.2 CPI バイアスの財政への影響 
これらの４つのバイアスを合計すると、先述の 1.1 ポイントとなる。ボスキンレポ
ートでは、バイアスの推計幅を 0.8～1.6 ポイントとしている。また、同レポートでは、
CBO（議会予算局）の推計によれば、今後 10 年間で毎年 1.1 ポイントの上方バイア
スがあるとすれば、2006 年には 1480 億ドルの財政赤字が水増しされ、政府の負債は
6910 億ドル増加することとなるとしている。この赤字要因は、社会保障費、保健医療
費、防衛費に次ぐ４番目に大きい要因である。さらに、この推計を延長すると、2008























2.4 BLS の対応 
BLS はボスキンレポートに対して、1997 年６月に Measurement Issues in the 






































指数とみなし、その算式による試算値と現行の Laspeyres 型の CPI の値と比較した結








として公表している。BLS の推計によると、幾何平均の採用により CPI 上昇率は年




バイアス要因の大きさを推計しており、それらについて BLS は見解を述べている。 

































































いては trailing Tӧrnqvist 指数に移行すべきであるとしている。これは、加重幾何平
均の算式によるものであり、ウエイトとして、データの利用可能な直近の２ないし３
年の平均の支出構成比を使用するものであり、このウエイトは毎年更新される。これ
























































公式の CPI に最良指数又はその近似式を拙速に導入することに否定的である。 
 
3.2.3 上位代替バイアスの評価について 





された上位代替バイアスは、最良指数と Laspeyres 指数を比較した BLS の研究結果
を採用したものであり、BLS もこの種のバイアスの大きさと性格については同意する
としている。 



























CPI を研究する学者たちの間でも CPI の基本概念を生計費指数とすることについて、
賛否両論がある。 



































































































































                                                   
52 例えば、旅行のオンシーズンには、旅行費は高くなるが旅行者数も多くなる。基準時と
























スと呼ばれる年率 0.25 ポイントの上方バイアスがあると推計している。 
この推計は Brent R. Moulton と Karin E. Smedley の研究に基づいている。それに
よると、1992 年６月から 1992 年 12 月までの期間、住居費を除く支出について算術
平均指数と幾何平均指数を計算すると、前者が 0.49 ポイント高かったという。しかし、
その後、BLS は 1995 年１月と 1996 年６月と２度にわたり指数の計算方法を改定し
た。これらの改定によってバイアスが 0.24 ポイント縮小したと評価されることから、
幾何平均指数に対する上方バイアスは 0.25 ポイントと推計された。 



































CPI の基本系列の計算に幾何平均を用いる可能性については、BLS は CPI 諮問委員
会発足以前の 1993 年にすでに研究し始めている。そして、BLS は 1997 年４月から
CPI の全品目について幾何平均で計算した試験的指数を作成した。その後、1999 年１
月からは総人口の 87％を占める都市消費者を対象とした指数（CPI-U）と総人口の





















































が重要になる。OECD の Carl Obst[61]は、同質性が高く、価格競争が激しく、特売
が頻繁に行われる場合には、調和平均が適切であり、幾何平均でも上方バイアスが生
じると述べている。これは、価格の飛跳ねの存在がバイアスや指数算式に関係するこ
とを意味している。CPI マニュアルと呼ばれる ILO, IMF, OECD, UNECE, Eurostat, 
The World Bank[62]では、幾何平均の持つ一般的な注意事項として、調査データの中
に０があれば、他のデータの値が何であれ、その幾何平均は０となり、極度の物価下




































年率 0.1 ポイントの上方バイアスがあると推計している。 




David E. Lebow、John M. Roberts 及び David J. Stockton の研究によると、新店舗
バイアスによって影響を受ける品目は CPI 対象品目の消費量全体の 40％に相当する
と推計している。この２つの結果から、ボスキンレポートでは、新店舗バイアスを年
率 0.1 ポイントと推計した。 
そして、これを改善するには、毎年消費者の行動をより的確に把握して新店舗を速
やかに取り込むことが必要であり、このためには、現在センサス局が収集している商
品レベルの出荷データを BLS が使用すべきであるとしている。 













































製品の銘柄の更新がほとんど行われなかった時代である 1948 年から 1963 年までと
1967 年から 1976 年までにおいて食料品の平均価格の推移を CPI と比較すると、年率




スはその約 40％、すなわち、年率 0.04 ポイントとごくわずかになる。 
BLS は、新店舗バイアスについてこのように反論しつつも、POPS を CATI
（Computer Assisted Telephone Interviewing）方式により効率化し、多頻度で実施
することが可能となったことを受け、店舗交代の早期化を図ることとした。これによ























































































イアスを 1967 年から 1996 年までの 30 年間で推計したところ、食料（農産物を除く）
で年率 0.30 ポイント、生鮮果物・野菜で年率 0.60 ポイント、外食で年率 0.30 ポイン












気器具については、Robert J. Gordon 等が推定した個人消費支出 PCE（Personal 
Consumption Expenditures）デフレータの上方バイアスを基に計算すると、1994 年
から 1996 年までの３年間で年率 5.60 ポイントもの上方バイアスが存在する。さらに、
他の家具にも年率 0.30 ポイントの上方バイアスが存在する。なお、品質変化が頻繁に
起こる電気器具については、CPI のウエイトは 0.80％と小さすぎるので、これを 1995
年における PCE のウエイト（2.03％）まで引き上げるべきである。 
ウ 被服 
平均的な都市の消費者が購入する実用的な被服の品質変化は頻繁には起こらないと
みなした上で、1965 年から 1993 年まで同一の被服に対して Robert J. Gordon が通
信販売カタログから作成した指数と比較すると、1985 年から 1993 年の間に CPI には
年率 1.92 ポイントの上方バイアスが存在することになるが、それをやや低めに見積も






者は 1970 年から 1993 年の間に技術水準の向上により価格の 10.0％から 6.7％に減少
した。これにより、ユーザーコスト全体としては、この間に 20.0％から 16.7％に年率
0.79 ポイントずつ減少した。もっとも、ユーザーコストの減少率はこの間一定ではな
い。Gordon の研究によると、自動車の耐久期間は 1970 年から 1983 年の間には年率
2.1 ポイント、1983 年から 1993 年の間には年率 1.3 ポイントで増加していたので、
これをもとに 0.79 ポイントを区分し、1970 年から 1983 年の間には年率 0.96 ポイン
ト、1983 年から 1993 年の間には年率 0.59 ポイントでユーザーコストは減少したと
推計することができ、結局 1983 年から 1996 年の間に CPI には年率 0.59 ポイントの
上方バイアスが存在する。これは 1987年以降の中古車についても言えることである。
また、自動車燃料については、1984 年以降、クレジットカードでガソリン給油機を利
用できるようになったことを踏まえ、年率 0.25 ポイントの上方バイアスが存在する。 
オ 医療 
まず、処方薬については、Ernst R. Berndt 等の調査研究と Zvi Griliches 及び Iain 
Cockburn による関連調査研究を踏まえ、1970 年から 1995 年までの間は年率 3.00 ポ






ビスについては、David M. Cutler 等の研究によると、1983 年から 1994 年まで心臓
発作治療で患者の支払額のみから計算した指数が延命に必要な費用を含めて計算した
指数と比較して、年率 4.40 ポイントの上方バイアスを有する。この結果は、Matthew 














含む他の支出については、約 10 分の１を占める個人金融サービスにおいて、ATM や
一括現金管理勘定の普及などの技術革新により、上方バイアスが年率 2.00 ポイント存


















































Hausman の推定式から逆算すると、1972 年から 1995 年までの 24 年間で 29 ポイン
トになるが、これは BLS が個々の製品を用いて計算した 27 ポイントとほぼ等しい値

















た上で、そもそも平均的家屋の広さは、1976 年から 1993 年の間に、同レポートで述





































張している事項について、BLS は、まず、品質バイアスの面から、すでに CPI には
住居等を除く全体の約 70％に品質変化に対する調整方法を適用して効果が上がって







































































































































































































































































































                                                   
























いえる米国の背景事情や CPI の作成方法と切り離せないことを説明してきた。 








8.1 CPI の概念的枠組み 

























































































































































その後、2000 年に GAO（General Accounting Office）はボスキンレポートの更新版
General Accounting Office[71]Consumer Price Index: Update of Boskin 
Commission’s Estimate of Bias を出している。その中で、CPI について BLS が 7 種
の改善を実施したことから、バイアスは縮小し、委員会の構成員による推定では、年
率 0.73～0.9 ポイントであるとしている。 
2002 年には、国家統計委員会が招集したパネルによるいわゆる CNSTAT
（Committee on National Statistics）[72]の中で生計費指数の概念、方法、その他の
課題が提示されたが、これは BLS がボスキンレポートに対する回答を委託したもので
ある。しかし、CPI の測定概念が生計費指数かについては議論が収束しなかった。 







































次に、近年の日本の CPI をめぐる事情について説明する。 



















































総合指数の前年比は、主系列と比べて 2001 年においては 0.1 ポイント低いものの、
































り、下方バイアスが発生する。実態は Laspeyres 指数と Paasche 指数の間になること


































表 26 はインフレ時において Laspeyres 指数が Paasche 指数よりも小さくなる費目
だけを集めたものである。穀類で見ると、Laspeyres 指数が 97.2、Paasche 指数が 97.3
となっている。幾何平均にすると Laspeyres 指数が 97.1、Paasche 指数が 97.4 とな
り、その幅が広がっている。 
また、楽器については、ピアノの数量が増加して価格も増加しているため、Paasche









型では Laspeyres 指数が 92.4、Paasche 指数が 93.0 であり、Paasche 指数のほうが
0.6 も大きくなっている。これを幾何平均型にすると Laspeyres 指数で 92.2、Paasche









分類 合計 100.0 100.0
Ⅰ 価格変化 ≧ 0、数量変化 ≧ 0 19.6 7.4
Ⅱ 価格変化 < 0、数量変化 ≧ 0 12.6 19.8
Ⅲ 価格変化 < 0、数量変化 < 0 9.8 33.8
Ⅳ 価格変化 ≧ 0、数量変化 < 0 58.0 38.9
図11 指数変化の分類
表25 ウエイト構成比（％）





表 26 1998 年において Laspeyres 指数が Paasche 指数を下回る費目 1995 年=100 
品目 
算術平均型 幾何平均型 
Laspeyres Paasche Fisher Laspeyres Paasche Törnqvist 
穀類 97.2 97.3 97.2 97.1 97.4 97.2 
パン      101.6 101.7 101.6 101.7 101.7 101.7 
めん類    102.3 102.4 102.3 102.3 102.4 102.3 
生鮮肉 107.2 107.3 107.2 107.2 107.3 107.2 
加工肉 103.5 103.6 103.5 103.5 103.6 103.5 
乾物・海藻 101.3 101.4 101.3 101.4 101.4 101.4 
大豆加工品 102.6 102.7 102.7 102.6 102.7 102.7 
油脂 91.5 91.6 91.5 91.4 91.6 91.5 
主食的調理食品 103.7 103.8 103.7 103.7 103.8 103.7 
工事その他のサービス 105.4 105.5 105.4 105.3 105.5 105.4 
一般家具 100.3 100.7 100.5 100.2 100.8 100.5 
ティシュ・トイレット 94.2 94.3 94.2 94.1 94.3 94.2 
和服 103.0 103.3 103.1 103.0 103.3 103.2 
靴下 102.7 102.8 102.8 102.6 102.9 102.7 
自動車等維持 91.3 91.6 91.5 91.0 92.0 91.5 
授業料等 106.7 106.8 106.7 106.7 106.8 106.8 
楽器 103.0 103.6 103.3 103.0 103.7 103.3 
月謝類 104.9 105.0 104.9 104.9 105.0 104.9 
かばん類 101.3 101.4 101.3 101.2 101.4 101.3 
出典 表 25 と同じ 
 
表 27 2003 年において Laspeyres 指数が Paasche 指数を下回る費目 2000 年=100 
品目 
算術平均型 幾何平均型 
Laspeyres Paasche Fisher Laspeyres Paasche Törnqvist 
酒類 97.6 97.7 97.6 97.6 97.7 97.7 
一般家具 94.9 95.0 95.0 94.9 95.0 95.0 
男性シャツ・セータ類 96.7 96.9 96.8 96.6 96.9 96.8 
婦人シャツ・セータ類 87.9 88.0 87.9 87.8 88.1 87.9 
婦人下着類 99.5 99.6 99.5 99.5 99.6 99.5 
保健医療サービス 110.1 110.2 110.1 110.0 110.2 110.1 
自動車等維持費 101.2 101.3 101.3 101.1 101.4 101.3 
通信 92.4 93.0 92.7 92.2 93.2 92.7 
教育 102.7 102.8 102.7 102.7 102.8 102.8 
他の娯楽用品 94.3 94.4 94.4 94.2 94.5 94.3 





































表 28 に示すとおり、連鎖指数については 2000 年ウエイトを用いても 2004 年ウエイ
トを用いても直接計算したものとは一致しない。 
































2000年 2004年 公式 連鎖
386052 328143 50.4 45.8
837826 744571 93.3 93.1
521365 515068 101.0 100.9
1977647 1908468 97.6 97.7
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図 12 生鮮食品を除く総合指数の試算 
 
3.3 2005 年基準改定以降の状況 
 上記を踏まえ、2005 年基準改定では、新たに参考系列として公表される生鮮食品を
除く総合の月次連鎖指数の接続方法を③年平均接続とした。 
 その後も連鎖指数は Laspeyres 指数による総合指数のバイアスを推定するメルクマ
ールになっており、生鮮食品を除く総合について前年比を見ると、2010 年に公式指数
で－1.0％のところ、連鎖指数では－1.3％と 0.3 ポイント下回っている。 
しかし、2010 年基準改定後の 2015 年の公式指数は 0.5％であるのに対し、連鎖指
数では 0.6％と逆に連鎖指数のほうが 0.1％上回っている。主な要因は、基準時点を前
年とした連環指数を算出する際、連鎖時点で指数の下落の大きかった公立高校授業料
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用した除外法に限っても、例えば、Vega and Wynne[83]で EU について分類ごとに指
数や変動率の標準偏差を計算・比較している。Makoto Shimizu[77]及び清水・永井[82]



















































































































































































生鮮商品 671 3.4 2.8 5.1
他の農水畜産物 104 6.9 1.8 10.5
食料工業製品 1,373 1.1 0.1 0.4
繊維製品 564 3.3 3.3 1.4
石油製品 301 6.5 1.0 4.8
他の工業製品 1,414 2.7 0.1 0.8
電気・都市ガス・水道 482 1.6 0.3 1.2
出版物 169 0.0 0.2 0.2
公営・公団公社家賃 48 0.6 0.2 0.6
家事関連サービス 301 1.2 0.4 1.9
医療・福祉関連サービス 203 4.1 1.1 3.8
運輸・通信関連サービス 565 1.6 0.7 1.5
教育関連サービス 60 2.1 0.4 0.2
教養娯楽関連サービス 118 0.8 0.4 0.9
外食 620 0.5 0.2 0.6
民営家賃 300 0.4 0.0 0.1
持家の帰属家賃 1,360 0.2 0.1 0.3
家事関連サービス 482 0.3 0.1 0.1
医療・福祉関連サービス 32 1.2 0.2 0.8
教育関連サービス 328 1.0 0.2 0.3
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 同一年の平均を 100 にして比較した場合であっても変化するという意味である。 
190 
 
2005 年基準指数は 2005 年 1 月から作成されているので、指数についてはその月か
ら、前年同月比については 2006 年 1 月から存在する。また、2000 年基準指数は 2006





く総合の前年同期比で比較してみると、2005 年基準は 0.0％と、2000 年基準の 0.6％
より 0.6 ポイント低くなった。この要因は、（１）指数を 100 にリセットすることに
よる影響、（２）ウエイトを変更することによる影響、（３）チュ－ハイ、カーナビ
ゲーション、DVD レコーダーなど 34 品目を追加し、ミシン、鉛筆、ビデオテープな
ど 48 品目を整理統合した影響などが考えられる。 
過去に遡り、現行系列と同一概念で主系列を作成し始めた 1985 年基準以降につい
て、基準年の翌年１～６月における生鮮食品を除く総合の前年同期比の基準改定によ
る下げ幅を見ると、当時は 2005 年基準改定の 0.6 ポイントが最大であった。また、








品目 A の寄与度 
＝品目 A の前年比 
総合の指数前年の生鮮食品を除く
の指数前年の品目A
×      (5-1) 
ウエイト生鮮食品を除く総合の
のウエイト品目A



























の前年同期比を直接計算すると 0.62 66）である。 
寄与度を上記の３つの要因ごとに区分すると表 30 及び表 31 のようになる。 
（１）指数を 100 にリセットする影響 
品目ごとに(5-1)式の分母・分子をともに 100 にリセットすると 67、プラス幅は 0.52
が 0.29 となり 0.23 縮小する。これは、パソコンやプリンタなど IT 関連品目が大幅に
下落し、2000 年基準指数が小さくなっていることが主な要因である。ちなみに 2005








 この差は指数を小数 1 位まで四捨五入してから半期平均や前年同期比を計算している
ことによる。 
67
 当指数は１～６月の値であることから、基準を 2005 年にしても厳密には①の分母・分
子は 100 になるとは限らない。しかし、いずれも 100 に近い値（90 以上 114 未満、全体








(5-2)式の分母・分子のウエイトを消費金額の変化に沿って 2000 年から 2005 年に














セットし、(5-2)式の分母・分子のウエイトを 2000 年から 2005 年に変更することに
より（この操作は連鎖指数の前年同期比を計算することと同じ）、（１）と（２）の
両方を評価すると、プラス幅は 0.52 が 0.41 となり－0.11 変化する 69。 
（３）その他の影響 





落幅は全体の下落幅－0.52 から上記の－0.11 を引いた－0.41 に相当する。ここでは、
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沿って 2005 年において換算されたウエイトと異なる。 
また、2005 年において換算されたウエイトは、家計調査の品目を細分した品目につ
いては、2000 年基準の配分率に従って区分しているので、2005 年における消費の実














が増大し、世帯での支出金額分布が 2000 年に比べ、2005 年に１支払い当たりの金額
が高い方にシフトしたため、調査価格も多く利用するパターンにシフトした。2005



















































5.3 2000 年基準改定への適用 
次に、同様の比較を 1995 年基準から 2000 年基準に改定したときに適用してみるこ
ととする。 
まず、1995 年基準の 2001 年１～６月における生鮮食品を除く総合に含まれるすべ
ての品目の寄与度の合計は－0.54（生鮮食品を除く総合の前年比を直接計算すると－
0.59）である。 
（１）指数を 100 にリセットする影響 
上式①の分母・分子をともに 100 にリセットすると、マイナス幅は－0.54 が－0.67
となり変化幅は－0.13 である。 
（２）品目ウエイトを変更する影響 





その他の影響は、全体の下落幅－0.29 からこの－0.14 を引いた－0.15 に相当する。 
ア まず、新旧ともにモデル式を用いている品目の寄与度から（１）及び（２）に
よる影響を差し引いた分がすべてモデル式による影響であると仮定すると、その
影響は 0.05 となる。 
イ その他の品目のうち、継続品目について（１）及び（２）による影響を差し引






                                                   




表 30、表 31 及び表 32 によれば、今回の改訂幅を５年前と比較すると、改定幅は（－




















2001  1995 －0.54 －0.67 －0.54 －0.68 
2006 2000 0.52 0.29 0.64 0.41 
 
表 31 生鮮食品を除く総合 基準年翌年１～６月平均の前年同期比（％）への影響 
基準年 計 （１） 













2000  －0.29 －0.13 0.00 －0.14 －0.15 
2005 －0.52 －0.23 0.12 －0.11 －0.41 
 
表 32 生鮮食品を除く総合 基準年翌年１～６月平均の前年同期比（％）への影響 
表 31（３）の要因分解 







2000  －0.15 0.05 0.02 －0.22 
2005 －0.41 －0.12 －0.14 －0.15 
 
5.4 その他の指数の差について 
2006 年１～６月平均の前年同期比を総合指数で見ると、2005 年基準は 0.0％であり、
2000 年基準の 0.5％より 0.5 ポイント低かった。また、食料（酒類除く）及びエネル



































































方式の試算を行い、2006 年に開催された Ottawa Group 会合で発表した。 
 その後、久我真理子[88]は大阪圏 76で同様の回帰式を構築している。 
                                                   
74 開始月は１月、４月、７月、10 月 
75 東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県 
76 大阪府、京都府、兵庫県、奈良県 
基準年 旧基準 新基準 差 旧基準 新基準 差
1985 1.1 1.2 0.1 1.3 1.3 0.0
1990 3.8 3.5 -0.3 3.3 3.1 -0.2
1995 0.0 -0.1 -0.1 0.2 0.1 -0.1
2000 -0.3 -0.6 -0.3 -0.6 -0.9 -0.3
2005 0.5 0.0 -0.5 0.6 0.0 -0.6
2010 0.1 -0.5 -0.6 0.2 -0.6 -0.8




さらに、Makoto Shimizu[89]では、家賃調査で 2008 年 1 月から全面適用された新
家賃調査地区において新たに建築年を調査し始めたことから、対象を全国に広げ、
























CPI は、ILO 決議にもあるとおり 77対象商品の品質を同じにした上で価格変化を測
定するものであるが、品質の調整には様々な困難が伴う。品質調整法の中で、ヘドニ
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連続する２か月（𝑡𝑡, 𝑡𝑡 + 1）に関する重回帰式 
ln𝑝𝑝𝑠𝑠 = 𝛼𝛼𝑡𝑡 + 𝛽𝛽𝑡𝑡𝛿𝛿𝑠𝑠,𝑡𝑡 + �𝛾𝛾𝑡𝑡,𝑘𝑘
𝑘𝑘
𝑥𝑥𝑘𝑘 
𝑠𝑠 = 𝑡𝑡, 𝑡𝑡 + 1: 時点 
𝑝𝑝𝑠𝑠: 販売価格 
𝛿𝛿𝑠𝑠,𝑡𝑡 = 0(𝑠𝑠 = 𝑡𝑡), 1(𝑠𝑠 = 𝑡𝑡 + 1): 販売時点ダミー変数 
𝑥𝑥𝑘𝑘 : 特性𝑘𝑘に関する数量 
𝛼𝛼𝑡𝑡 ,𝛽𝛽𝑡𝑡 , 𝛾𝛾𝑡𝑡,𝑘𝑘: 偏回帰係数 








係数  𝛽𝛽𝑡𝑡を求める。 
③②で求めた販売時点ダミーの偏回帰係数から、前月を基準時とする連環指数を求め
る。 










すると、2000 年基準で 61、2005 年基準で 46、2010 年基準で 41、2015 年基準で 28
と、縮小傾向にある。 
 

















































































                                                      (6-1b) 
                                                   
































別にその係数を、表 34-１、表 34-２、表 34-３、表 34-４に示した。 
表 34-１によれば、木造小住宅 82においては、自由度調整済決定係数は 0.65～0.67
と４区分の中では最も高く、各変数の𝑡𝑡値は２桁、係数には月別に見て大きな違いはな
い。 
表 34-１ 木造小住宅の回帰式（2008 年） 
 
 
表 34-２によれば、木造中住宅においては、自由度調整済決定係数は 0.61 又は 0.62
であり、各変数の𝑡𝑡値は２桁、係数には月別に見て大きな違いはない。 
表 34-２   木造中住宅の回帰式（2008 年） 
 
 







                                                   
82 小住宅は床面積 30 ㎡未満、中住宅は 30 ㎡以上である。 
係数 t 値 係数 t 値 係数 t 値 係数 t 値
1月 -262.54 -42.41 0.35 15.81 35.33 43.23 0.27 41.00 1804 0.66
2月 -266.57 -42.60 0.35 15.62 35.86 43.41 0.27 40.37 1773 0.66
3月 -265.21 -42.06 0.35 15.54 35.67 42.85 0.27 39.75 1712 0.67
4月 -264.12 -41.84 0.35 15.65 35.53 42.63 0.27 39.76 1697 0.67
5月 -257.52 -39.98 0.34 14.59 34.67 40.76 0.28 39.41 1658 0.66
6月 -255.89 -39.47 0.34 14.41 34.45 40.23 0.28 39.05 1641 0.65
7月 -250.23 -38.23 0.34 14.19 33.70 39.00 0.28 39.10 1622 0.65
8月 -248.18 -38.33 0.32 13.41 33.46 39.14 0.28 39.23 1619 0.65
9月 -246.93 -38.11 0.31 13.14 33.29 38.91 0.28 38.96 1598 0.65
10月 -247.58 -38.05 0.31 13.09 33.38 38.85 0.28 38.84 1586 0.65
11月 -246.94 -37.78 0.32 13.27 33.29 38.56 0.28 38.59 1573 0.65
12月 -245.79 -37.43 0.33 13.63 33.13 38.21 0.27 38.39 1544 0.65
月 Adjusted R2
定数 床面積 建築年 人口密度 n
係数 t 値 係数 t 値 係数 t 値 係数 t 値
1月 -211.39 -61.33 0.42 35.40 28.60 62.94 0.20 60.19 5524 0.61
2月 -210.74 -61.64 0.41 35.50 28.52 63.28 0.19 60.44 5434 0.62
3月 -209.69 -60.50 0.41 34.80 28.39 62.14 0.19 60.13 5307 0.61
4月 -208.75 -60.34 0.41 35.15 28.26 61.96 0.19 60.12 5257 0.62
5月 -203.81 -58.82 0.43 36.22 27.60 60.43 0.19 59.46 5207 0.61
6月 -203.99 -58.80 0.43 35.98 27.62 60.40 0.19 59.24 5169 0.61
7月 -203.38 -58.51 0.43 36.44 27.53 60.10 0.19 59.50 5142 0.61
8月 -201.55 -57.68 0.43 35.98 27.30 59.26 0.19 59.03 5084 0.61
9月 -202.61 -57.67 0.43 35.60 27.44 59.25 0.19 58.88 5055 0.61
10月 -202.37 -57.54 0.43 35.82 27.40 59.12 0.19 58.82 5024 0.61
11月 -201.85 -57.11 0.43 35.70 27.34 58.67 0.19 58.32 4980 0.61
12月 -203.05 -57.26 0.42 35.30 27.50 58.83 0.19 58.31 4944 0.61





表 34-３   非木造小住宅の回帰式（2008 年） 
 
 
表 34-４によれば、非木造中住宅においては、自由度調整済決定係数は 0.61 又は
0.62 であり、各変数の𝑡𝑡値は２又は３桁、係数には月別に見て大きな違いはない。 















係数 t 値 係数 t 値 係数 t 値 係数 t 値
1月 -115.54 -22.60 0.65 44.63 15.67 23.22 0.27 68.60 5160 0.58
2月 -106.79 -20.79 0.65 44.70 14.52 21.42 0.27 68.74 5115 0.58
3月 -108.48 -20.90 0.65 43.90 14.75 21.52 0.27 67.63 4995 0.58
4月 -108.62 -20.79 0.65 43.78 14.76 21.41 0.27 67.18 4921 0.58
5月 -108.44 -20.60 0.65 43.20 14.74 21.21 0.27 66.54 4799 0.58
6月 -110.46 -21.02 0.64 42.20 15.02 21.64 0.27 66.33 4736 0.58
7月 -110.98 -20.78 0.66 43.49 15.06 21.36 0.27 65.06 4738 0.58
8月 -120.86 -22.41 0.65 42.33 16.38 22.99 0.27 64.81 4712 0.58
9月 -119.01 -21.85 0.66 42.96 16.13 22.42 0.27 64.36 4675 0.58
10月 -117.71 -21.47 0.66 42.91 15.95 22.04 0.27 64.00 4636 0.58
11月 -114.43 -20.55 0.68 43.60 15.50 21.08 0.27 63.78 4600 0.58
12月 -117.96 -21.06 0.67 43.38 15.96 21.58 0.27 63.54 4554 0.58
人口密度建築年 n Adjusted R2月
定数 床面積
係数 t 値 係数 t 値 係数 t 値 係数 t 値
1月 -150.11 -42.71 0.66 82.39 20.20 43.63 0.27 100.85 11228 0.61
2月 -148.15 -41.68 0.66 81.41 19.94 42.59 0.27 99.40 10987 0.61
3月 -140.92 -39.50 0.67 82.74 18.97 40.36 0.27 99.32 10818 0.61
4月 -140.66 -39.07 0.67 82.29 18.93 39.93 0.28 98.78 10722 0.61
5月 -141.66 -39.46 0.67 82.29 19.06 40.32 0.28 98.70 10650 0.61
6月 -144.43 -40.27 0.67 82.16 19.42 41.12 0.28 97.94 10608 0.61
7月 -144.31 -40.25 0.68 82.33 19.41 41.10 0.28 97.58 10567 0.62
8月 -145.73 -40.39 0.68 82.28 19.59 41.23 0.27 96.87 10472 0.62
9月 -147.04 -40.66 0.68 81.68 19.77 41.51 0.27 96.61 10430 0.62
10月 -147.16 -40.45 0.67 80.47 19.79 41.31 0.27 96.20 10360 0.61
11月 -147.28 -40.38 0.67 79.90 19.81 41.24 0.27 95.63 10298 0.61

























宅であり、転入率は 21.9％、転出率は 25.2％である。 













木造小 木造中 非木造小 非木造中
転入 15.6 13.4 21.9 19.2





















































表 36  保合、回帰式補完、回帰式推定による月別床面積当たり家賃に関する原数値と













月 Car. Reg. Car. Reg. Car. Reg. Car. Reg. Car. Reg. Car. Reg. Car. Reg. Car. Reg.
1月 2 1 -1 -2 -74 -1 -2 -2 -1 -49 -2 1 0 2 -25 -1 0 0 0 -74
2月 0 0 -1 -5 -82 1 0 -1 -2 -49 -1 2 -2 -1 -24 1 1 0 -4 -77
3月 0 1 2 -2 -85 -1 0 1 1 -49 1 0 0 0 -28 0 -1 1 -2 -82
4月 1 4 2 -1 -82 1 1 0 -1 -47 1 1 0 0 -28 0 -1 0 -1 -82
5月 1 0 2 -3 -95 1 0 0 -1 -51 -1 1 1 2 -27 0 0 0 -1 -81
6月 1 2 5 3 -95 1 0 0 -1 -52 -1 2 0 1 -27 0 0 0 0 -80
7月 0 0 -5 -3 -97 1 0 0 0 -51 0 2 8 6 -24 0 0 1 -1 -81
8月 2 0 3 2 -93 0 -1 2 0 -50 -2 1 0 -2 -28 0 0 1 0 -80
9月 0 1 0 -3 -95 0 0 0 0 -49 1 1 0 0 -26 -2 -2 0 0 -79
10月 4 2 0 1 -97 0 0 1 0 -49 1 1 1 0 -28 0 0 -1 -2 -79
11月 3 0 2 -1 -96 -1 0 -1 -1 -50 0 1 3 -2 -28 0 0 0 0 -79
















































































欠測値補完法 木造小 木造中 非木造小 非木造中
原数値 ― 1.7 1.1 1.7 0.7
保合 1.6 0.9 1.4 0.5
回帰式 2.0 1.1 1.7 0.7
保合 0.8 0.7 0.7 0.5
回帰式 1.7 1.0 1.5 0.8



















最後に、これらの推定バイアスが CPI に及ぼす影響を試算する。 
表 39 は、CPI における住宅区分ごとの民営家賃としてのウエイト及び帰属家賃と
してのウエイトで合算することによりこれらの CPI の変化率に対する推定バイアス








                                                   
84 2005 年基準 CPI に占める家賃のウエイトは民営家賃が 2.8％、帰属家賃が 14.2％、合




月 Car. Reg. Car. Reg. Car. Reg. Car. Reg. Car. Reg. Car. Reg. Car. Reg. Car. Reg.
1月 0.03 -0.01 -0.07 -0.12 -0.27 -0.03 -0.01 -0.12 -0.03 0.05 -0.13 0.04 -0.01 0.09 0.04 0.08 0.05 0.01 0.00 0.06
2月 -0.19 -0.10 -0.02 -0.14 -0.46 0.04 0.15 -0.14 -0.19 -0.07 0.08 -0.04 -0.08 -0.06 0.03 0.06 -0.02 -0.04 -0.23 -0.29
3月 0.03 -0.01 0.09 -0.10 -0.13 -0.08 0.00 0.07 0.06 -0.05 0.01 -0.08 0.03 0.03 -0.21 -0.06 -0.07 0.05 -0.17 -0.43
4月 0.01 -0.04 0.11 -0.01 0.18 0.10 -0.01 0.00 -0.03 0.19 -0.06 -0.01 0.02 0.02 -0.05 -0.02 0.07 0.05 -0.04 0.00
5月 -0.09 -0.23 0.14 -0.13 -0.84 -0.10 -0.11 -0.03 -0.04 -0.21 -0.04 -0.08 0.05 0.18 -0.01 0.00 0.03 0.03 -0.06 0.03
6月 -0.03 0.02 0.19 0.09 -0.02 -0.07 0.02 0.06 -0.02 -0.06 0.08 -0.06 0.02 0.04 -0.03 0.03 0.04 -0.01 -0.02 0.02
7月 -0.03 -0.10 -0.18 -0.13 -0.08 -0.06 -0.03 -0.03 0.03 0.01 0.03 -0.10 0.43 0.36 0.31 0.02 0.01 0.04 -0.03 -0.01
8月 -0.01 0.01 0.10 0.11 0.19 -0.03 -0.01 0.09 0.00 0.08 0.00 -0.11 0.02 -0.03 -0.20 0.01 0.01 0.03 0.00 0.05
9月 -0.07 0.01 -0.01 -0.17 -0.08 0.01 0.04 0.04 0.02 0.10 0.08 -0.04 0.01 0.03 0.09 0.00 0.02 0.04 0.02 0.05
10月 -0.03 -0.07 -0.06 0.02 -0.15 -0.03 -0.04 0.06 0.07 0.02 -0.02 -0.04 0.03 0.02 -0.07 0.09 0.07 -0.04 -0.09 0.03
11月 -0.09 0.08 0.16 0.00 0.13 -0.02 -0.01 -0.04 -0.04 -0.10 -0.01 -0.06 0.16 -0.07 0.01 0.04 0.02 -0.01 0.00 0.02
12月 -0.10 0.00 0.02 -0.05 0.38 0.00 -0.01 0.05 0.07 0.11 -0.03 -0.04 0.04 0.00 -0.12 0.01 0.00 -0.02 -0.04 0.01
平均 -0.05 -0.04 0.04 -0.05 -0.10 -0.02 0.00 0.00 -0.01 0.01 0.00 -0.05 0.06 0.05 -0.02 0.02 0.02 0.01 -0.05 -0.04
年率 -0.58 -0.42 0.48 -0.64 -1.14 -0.26 0.00 0.01 -0.10 0.06 -0.01 -0.61 0.72 0.58 -0.20 0.25 0.22 0.11 -0.65 -0.45
Hed. Hed.









表 39 2008 年における保合、回帰式補完及び回帰式推定に関する床面積当たり家賃の























Car. Reg. Car. Reg. Car. Reg.
1月 0.00 0.00 -0.01 0.00 -0.02 0.00 0.01
2月 0.00 0.02 -0.02 -0.02 -0.01 -0.01 -0.01
3月 -0.01 0.00 0.01 0.01 0.00 0.01 -0.01
4月 0.01 0.00 0.00 0.00 0.01 0.00 0.02
5月 -0.01 -0.01 0.00 0.00 -0.01 -0.02 -0.03
6月 -0.01 0.00 0.01 0.00 0.00 0.00 -0.01
7月 -0.01 0.00 0.00 0.01 -0.01 0.00 0.00
8月 0.00 0.00 0.01 0.00 0.01 0.00 0.01
9月 0.00 0.00 0.01 0.00 0.01 0.01 0.01
10月 0.00 0.00 0.01 0.01 0.00 0.00 0.00
11月 0.00 0.00 0.00 0.00 -0.01 -0.01 -0.01
12月 0.00 0.00 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01
平均 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

































７ IMF/ROSC 対応 
これまでは特定のトピックごとに CPI を作成する立場から作成技法の高度化への
分析・取組を説明してきた。本章の最後に、まとめとして、海外ではこのような分析・
















するものがデータモジュール ROSC（データ ROSC）と呼ばれるものである。 








2006 年３月に公表された日本のデータ ROSC については、2003 年 11 月に IMF か
ら日本に対してミッション受け入れが打診された。その後、統計作成部局による事前
の自己診断書の提出、IMF の求めに応じた各統計のユーザーに対するアンケート調査















7.2 ROSC における評価基準 
IMF は、各国のデータ品質を国際比較・評価するための具体的かつ詳細な基準とし







































日本の CPI は概ね DQAF の基準を満たしており、「2. 方法の健全性 2.2 範囲」



















































0. 品質の要件        
0.1 法的・制度的環境  O O O LO O LO 
0.2 資源  LNO O O O O O 
0.3 関連性  O O O O O O 
0.4 その他のクオリティ管理 O O O O O O 
1. 規範性の保証        
1.1 専門性  O O O O O O 
1.2 透明性  O O O O O O 
1.3 倫理基準  O O O O O O 
2. 方法の健全性        
2.1 概念と定義  O O LO O LO O 
2.2 範囲  O LO O LNO LO O 
2.3 分類／セクター分け  O O O O LO LO 
2.4 記録の基礎  O O O O LO O 
3. 正確性・信頼性        
3.1 元データ  LO O LO LO O LO 
3.2 元データの評価  LO O O O O O 
3.3 統計技術  O LO LNO O O O 
3.4 中間データと統計アウトプッ
トとの評価・確認  
O O O O O O 
3.5 見直し研究  LNO O O LO O O 
4. 実用性        
4.1 周期性と適時性  O O O LNO O O 
4.2 一貫性  O O O LO O O 
4.3 改定方針と実施  O O O O O LNO 
5. アクセス可能性        
5.1 データへのアクセス  O O O O O O 
5.2 メタデータへのアクセス O O O O O O 
5.3 利用者への支援  O O O O O O 
遵守（O）：現在の実施状況は、重大な欠陥もなく、国際的に承認された統計事例である



































                                                   
85 正確には、次のとおりである。「指数採用 428 品目のうちから、前年同月に比べ最も
上がり方の激しい 20 品目を取って物価指数を作れば、指数の上昇率は 80％を超える。ま




































１ EU の状況 
EU では、1999 年 1 月に決済通貨としてのユーロが導入され、2002 年１月からユ













この問題は、2005 年に OECD で開催された Inflation Measures: Too High – Too 
Low – Internationally Comparable?というセミナーにおける「公式 CPI の信頼性の
維持・確立」というテーマの中で取り上げられ、詳しい事情が紹介された。 
Aucremanne et al.[101]は、実感が指数を大きく上回る現象について EC が実施す
る意識調査 The Joint Harmonised EU Programme of Business and Consumer 
Surveys 87に基づく実感物価変化率と HICP 変化率との差によって示した。 
両者の乖離は、EU 各国においてユーロ通貨流通直後の 2002 年 1 月に始まり、2003
年 1 月にピークとなり、その後は縮小したが、ドイツ以外の国ではまだ存在している
とのことであった。他方、ユーロ通貨を導入していないデンマーク、スウェーデン及
び英国にはそのような現象は見られないとされ 88、そのこと自体が EU における両者
の乖離が通貨流通の影響によるものであるとの１つの根拠とされた。 






と、2002 年以降に多くの国で実感物価変化率が HICP 変化率を大きく上回ってしま
うのである。 
Aucremanne et al.[102]は、国ごとに“balance statistic”と HICP 変化率の差が定常
かどうかについて単位根検定を行っている。検定に際しては、“balance statistic”をそ
のまま用いるのでなく、期間内で標準偏差を計算し、HICP 又は CPI の変化率の標準
                                                   
87調査は EU 内約 125,000 の企業と約 40,000 の消費者を対象に毎月実施している。消費
者に対しては物価変動の認識に関する調査項目が含まれている。 
88 デンマーク及びスウェーデンでは実感物価変化率が HICP 変化率とほとんど同じであ
る。英国では両者の間に乖離が見られるが、一貫して前者が後者を上回るのでなく、時期
によって上下が逆転する。 



































                                                   
90 2001 年 12 月以前に意識調査が行われていないルクセンブルクは除かれている。 




本における 2007 年前後の CPI と実感を概観すると以下のようになる。 
 
2.1 CPI の動き 
日本の CPI は、歴史的にも国際的にも安定しており、前年（同月）比はゼロ近傍で
推移しているが、その内訳を見ると、すべての商品の物価が安定している訳ではない。 
2005 年基準 CPI には 584 品目存在するが、2007 年の前年比を品目別に見ると、そ
のうち 312 品目がマイナス１％超プラス１％以下となっている。しかし、図 13 に示
すように、プラス 10％超が７品目、マイナス 10％以下も 13 品目存在しており、品目
間の前年比の標準偏差は 4.2 ポイントと決して小さくはない。 
 




















ある。それについて 2007 年 12 月の結果を見ると、図 14 に示すように、平均で 6.4％、
中央値で 5.0％と、いずれも CPI の前年同月比（0.7％）よりはるかに大きい 93。 
 



















                                                   






































































を作成し、両者の前年同月比を比較すると、図 16 のように、2006 年１月以降毎月、
前者は後者より一貫して高かった。この結果を見ると、人々の印象が購入頻度の高い
品目に依存しやすいのであれば、物価変動の実感が CPI より高くなる。 
 
図 16 購入頻度別 CPI の前年同月比 
 







図 17 購入頻度による指数の前年比の比較 
 
さらに、品質調整による影響と購入頻度による影響の両方の効果を同時に反映させ
るために、購入頻度の高い品目について品質調整をしない指数を作成し、図 18 で CPI
との間で前年比を比較する。2000 年以前は両方の指数の間で差はほとんど見られなか
ったが、2001 年以降は 2005 年を除き購入頻度の高い品目について品質調整をしない







図 18 品質調整の有無及び購入頻度による指数の前年比の比較 
 
                                                   







































2008 年は 21 世紀に入ってから物価上昇の実感が最も高くなった年である 99。2008
年６月における「生活意識に関するアンケート調査」の中央値は 10.4％に達した。他







３ EU と日本の共通点 
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